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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＥＭエネルギーを物体に印加するための装置において、
　少なくとも１つの処理装置を備え、前記処理装置が、
　複数の変調空間要素それぞれに関して、前記物体内で散逸したエネルギーを示唆する値
を受信し、
　受信された前記値に基づいて、いくつかの複数の変調空間要素を少なくとも２つのサブ
セットにグループ化し、ここで各サブセットには、前記物体内で散逸したエネルギーを示
唆する値のそれぞれの範囲が関連付けられているとともに、前記値が決定された複数の変
調空間要素を含んでおり、
　前記少なくとも２つのサブセットの各々にパワー送達プロトコルを関連付け、その際、
前記パワー送達プロトコルがサブセット間で異なり、かつ、
　各パワー送達プロトコルに従って、前記物体に印加されるエネルギーを調整する
ように構成されることを特徴とする装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の装置において、前記少なくとも１つの処理装置が、前記変調空間要素
に関連付けられた散逸比に基づいて、前記変調空間要素をサブセットにグループ化するよ
うに構成されることを特徴とする装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の装置において、各サブセットが、変調空間要素のより高いレベルの散
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逸比、変調空間要素の中間レベルの散逸比、および変調空間要素のより低いレベルの散逸
比の少なくとも１つに関連付けられ、前記処理装置が、前記より高い散逸比のサブセット
によって前記より低い散逸比のサブセットよりも少量のエネルギーが前記物体内で散逸さ
れるように、前記物体に印加されるエネルギーを調整するように構成されることを特徴と
する装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の装置において、前記少なくとも１つの処理装置が、前記中間レベルの
散逸比のサブセットによって前記物体内で散逸されるエネルギーの量が前記高いレベルの
散逸比のサブセットよりも高く、かつ前記低いレベルの散逸比のサブセットよりも低くな
るように、前記物体に印加されるエネルギーを調整するように構成されることを特徴とす
る装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の装置において、前記少なくとも１つの処理装置が、前記複数の変調空
間要素をスイープすることによって、前記物体によって散逸されるエネルギーを示唆する
値を受信するように構成されることを特徴とする装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の装置において、前記少なくとも１つの処理装置がさらに、各サブセッ
トに関連付けられる前記物体によって散逸されるエネルギーを示唆する前記値に基づいて
、前記少なくとも２つのサブセットそれぞれで前記パワー送達プロトコルを決定するよう
に構成されることを特徴とする装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の装置において、散逸されたエネルギーを示唆する前記値が、反射エネ
ルギーの示唆を含むことを特徴とする装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の装置において、散逸されたエネルギーを示唆する前記値が、少なくと
も２つの放射要素間で結合する結合エネルギーの示唆を含むことを特徴とする装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の装置において、散逸されたエネルギーを示唆する前記値が、散逸比を
含むことを特徴とする装置。
【請求項１０】
　請求項１に記載の装置において、さらに、前記物体を受け入れるための空洞と、ＥＭエ
ネルギーを前記物体に放射するための少なくとも１つの放射要素とを含むことを特徴とす
る装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の装置において、さらに、前記少なくとも１つの放射要素にＥＭエネ
ルギーを供給するためのＥＭエネルギー源を含むことを特徴とする装置。
【請求項１２】
　請求項１に記載の装置において、前記複数の変調空間要素がそれぞれ、周波数、位相、
および振幅のうちの少なくとも２つに関する値によって定義されることを特徴とする装置
。
【請求項１３】
　請求項１に記載の装置において、前記複数の変調空間要素がそれぞれ、周波数、位相、
および振幅に関する値によって定義されることを特徴とする装置。
【請求項１４】
　請求項１に記載の装置において、前記複数の変調空間要素がそれぞれ、周波数、位相、
および振幅のうちの１つのみが互いに異なることを特徴とする装置。
【請求項１５】
　ＥＭエネルギーを物体に印加するための方法において、
　複数の変調空間要素それぞれに関して、散逸エネルギーを示唆する値を受信するステッ
プと、
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　受信された前記値に基づいて、いくつかの複数の変調空間要素を少なくとも２つのサブ
セットにグループ化するステップであって、各サブセットには、前記物体内で散逸したエ
ネルギーを示唆する値のそれぞれの範囲が関連付けられているとともに、前記値が決定さ
れた複数の変調空間要素を含んでいる、ステップと、
　パワー送達プロトコルを前記少なくとも２つのサブセットそれぞれに関連付けるステッ
プであって、前記パワー送達プロトコルがサブセット間で異なるステップと、
　各パワー送達プロトコルに従って、前記物体に印加されるエネルギーを調整するステッ
プと
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の方法において、前記複数の変調空間要素が、前記複数の変調空間要
素に関連付けられる散逸比に基づいてサブセットにグループ化されることを特徴とする方
法。
【請求項１７】
　請求項１５に記載の方法において、各サブセットが、変調空間要素のより高いレベルの
散逸比、変調空間要素の中間レベルの散逸比、および変調空間要素のより低いレベルの散
逸比の少なくとも１つに関連付けられ、前記方法がさらに、前記より高い散逸比のサブセ
ットによって前記より低い散逸比のサブセットよりも少量のエネルギーが前記物体内で散
逸されるように、前記物体に印加されるエネルギーを調整するステップを含むことを特徴
とする装置。
【請求項１８】
　請求項１５に記載の方法において、前記値を受信するステップが、各変調空間要素に関
連付けられる散逸値を決定するために、前記複数の変調空間要素をスイープするステップ
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１９】
　請求項１５に記載の方法において、前記値が、反射エネルギーの示唆を含むことを特徴
とする方法。
【請求項２０】
　請求項１５に記載の方法において、前記値が、少なくとも２つの放射要素間で結合する
結合エネルギーの示唆を含むことを特徴とする方法。
【請求項２１】
　請求項１５に記載の方法において、前記複数の変調空間要素がそれぞれ、周波数、位相
、および振幅のうちの少なくとも２つに関する値によって定義されることを特徴とする方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、１）２００９年１１月１０日出願の「Ｄｅｖｉｃｅ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ
　ｆｏｒ　Ｈｅａｔｉｎｇ　ｕｓｉｎｇ　ＲＦ　Ｅｎｅｒｇｙ」という名称の国際出願Ｐ
ＣＴ／ＩＬ２００９／００１０５８号；２）２０１０年５月３日出願の「Ｍｏｄａｌ　Ａ
ｎａｌｙｓｉｓ」という名称の米国仮特許出願；３）２０１０年５月３日出願の「Ｌｏｓ
ｓ　Ｐｒｏｆｉｌｅ　Ａｎａｌｙｓｉｓ」という名称の米国仮特許出願；および４）２０
１０年５月３日出願の「Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｄ
ｅｌｉｖｅｒｙ」という名称の米国仮特許出願の利益を主張するものである。これらの列
挙したすべての出願の全体を、参照により本明細書に完全に組み込む。
【０００２】
　本出願は、２０１０年５月３日出願の１）Ｍｏｄａｌ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｐｐｌｉｃａ
ｔｉｏｎ；２）Ｄｅｇｅｎｅｒａｔｅ　Ｍｏｄａｌ　Ｃａｖｉｔｙ；３）Ｐａｒｔｉｔｉ
ｏｎｅｄ　Ｃａｖｉｔｙ；および４）Ａｎｔｅｎｎａ　Ｐｌａｃｅｍｅｎｔ　ｉｎ　ａｎ
　Ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍと
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いう名称の他の４つの米国仮特許出願に関係する。これらの列挙したすべての出願の全体
を、参照により本明細書に完全に組み込む。
【０００３】
　本出願は、そのいくつかの実施形態において、一般に、負荷内への電磁（ＥＭ）エネル
ギーの散逸、具体的には、解凍、加熱、および／または調理のためのＥＭエネルギーの使
用に関する。
【背景技術】
【０００４】
　電子レンジは、現代社会で広く普及している機器である。しかし、その限界はよく知ら
れている。これらの限界には、例えば、特に解凍（または解氷）に関する一様でない加熱
および遅い熱の吸収が含まれる。実際、解凍さらには加熱のために使用されるとき、通常
の電子レンジでは、食品の一部がほぼ温まった時点で、またはさらには部分的に調理され
た、もしくは過剰に調理された時点で、別の部分がまだ解氷されていないことがある。典
型的には、従来の電子レンジを使用する物体の解凍および加温は、負荷内でのエネルギー
の散逸が一様でなく、典型的には制御されないという問題がある。
【発明の概要】
【０００５】
　本発明は、そのいくつかの実施形態において、解凍中の負荷内での均一なエネルギー散
逸が、時として負荷の不均一な温度プロファイルをもたらすことがあり、場合によっては
熱暴走現象をもたらす（負荷の一部の温度が他の部分よりもはるかに速く上昇する）こと
があるという発明者の理解に基づいている。特に、より高温の部分の温度がある点を超え
て変化すると、その部分の温度変化率が増加し、それにより温度差が継続的に増加すると
いう状況が、熱暴走により生じることがある。
【０００６】
　本発明の１つの例示的実施形態では、エネルギー散逸は、以下の３つの様式の１つまた
は複数で制御される。（ａ）最大散逸エネルギーを減少させる（例えば、伝送周波数また
はＭＳＥ（変調空間要素。後でより詳細に説明する）のすべてまたは一部で）；（ｂ）散
逸率が低い周波数またはＭＳＥで、散逸が高い周波数よりも効率的な負荷内へのエネルギ
ー散逸を引き起こす；および／または（ｃ）監視作業間の過熱を防止するのに十分に頻繁
に負荷を監視する。任意選択で、特に熱暴走がより大きな危険となる負荷の部分、例えば
液体の水の部分では、違う条件で、より少ないパワーが散逸される。
【０００７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、散逸率を使用／測定するのではなく、散逸比（例
えば入力と散逸の比）またはさらには正規化された散逸比が測定される。正規化された散
逸比は、例えば０～１の範囲に正規化されるか、または平均散逸比に対して正規化される
。
【０００８】
　本発明の１つの例示的実施形態では、散逸パワーと散逸比のグラフは、本質的に逆相関
ではなく、準ガウス曲線である。低い散逸比ではより大きいパワーを散逸することが望ま
しいことがあるが、そのような散逸は、利用可能な最大のパワー設定が使用される場合で
さえ、低い散逸比により制限される。最も高い散逸比では、全く伝送しない（または非常
にわずかしか伝送しない）ことが望ましいことがある。中間レベルは、どちらの傾向によ
っても影響を及ぼされ、したがって準ガウス形状である。
【０００９】
　本発明の１つの例示的実施形態では、各周波数またはＭＳＥが、１つまたは複数の負荷
部分を表すと仮定する。負荷の同じ部分が複数の周波数またはＭＳＥで吸収することがあ
る。本発明の１つの例示的実施形態では、ある周波数またはＭＳＥでの散逸が、それらの
部分での散逸に対応すると仮定する。
【００１０】
　本発明の１つの例示的実施形態では、最大印加エネルギー（ｈｐｌ）が、負荷のスペク
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トル情報に基づいて計算される。任意選択で、または別法として、周波数またはＭＳＥ毎
のパワーレベルの選択は、そのような特性に従って選択される。任意選択で、または別法
として、周波数またはＭＳＥ毎のパワーの選択は、より大きなパワーを負荷内に散逸させ
る周波数またはＭＳＥのサブセットの選択に基づく。任意選択で、または別法として、各
周波数またはＭＳＥに関する、周波数またはＭＳＥ毎のパワーの選択は、その帯域のすべ
ての周波数またはＭＳＥで獲得されたスペクトル情報の分析に基づき、または、負荷に結
合されているとみなされるすべての周波数またはＭＳＥ（例えば、例えば０．２５％、ま
たは０．５％、または１％を超える高いＱ値を有する帯域は含まない）で獲得されるスペ
クトル情報に基づく。
【００１１】
　本発明の１つの例示的実施形態では、解凍されている部分と解凍されていない部分を区
別するためにスペクトル情報が分析される。任意選択で、そのような区別は、周波数毎ま
たはＭＳＥ毎の分析ではなく、スペクトル情報の全般的な特性に基づき、例えば、氷と水
の間でのスペクトル散逸画像の二峰性分布によって、予想される二峰性分布との合致に従
って全体的に氷と水を分けることができると仮定する。時として、２つのモードの重なり
があり、そこでは、周波数またはＭＳＥは、負荷の水部分と氷部分の両方である程度散逸
する。
【００１２】
　本発明の１つの例示的実施形態では、解凍プロトコルパラメータは、負荷サイズおよび
／または体積に応じて決まり、例えば、解けた水／氷の含有量を推定する方法を補正する
。この方法は、大きな標的のより大きな絶対氷含有量によって歪むことがあり、および／
またはその初期温度が解凍温度に近い場合に歪むことがある。
【００１３】
　本発明の１つの例示的実施形態では、含水量／高散逸周波数またはＭＳＥの識別は、氷
が水よりも低い散逸を有するという仮定に基づいている。任意選択で、そのような周波数
またはＭＳＥを検出するために、（相対または絶対）しきい値が使用される。任意選択で
、しきい値は、比較的純粋な氷に関して提供され、それよりも上では、素材は、氷と水の
混合物であると仮定される。任意選択で、システム全体は、負荷でない部分が非常に低い
散逸を有するように、またはそこで散逸すると予想される周波数またはＭＳＥにはエネル
ギーが全くまたはほとんど伝送されないように設計される。任意選択で、高いしきい値が
提供され、それよりも上では、吸収材料が水であり、したがって低いパワーを伝送すべき
であるか、またはパワーを伝送しないべきであり、負荷内へのパワー散逸を低くするか、
またはなくす。任意選択で、中間散逸比の周波数またはＭＳＥは、それらが水と氷の混合
部分を反映するという仮定に基づいて追跡される。そのような部分は、完全に解凍されて
いることがあり、および／または水分が熱暴走事象を生じる中程度の危険がある。任意選
択で、そのような中間周波数またはＭＳＥは、中間パワーレベルを受け取る。
【００１４】
　本発明の１つの例示的実施形態では、スペクトル情報に基づいて大きな氷が存在するこ
とを検出し、小さな氷の区域の示唆がスペクトル情報に現れ始めるまで、より大きなエネ
ルギーをそれらの周波数またはＭＳＥで提供することによって、大きな氷の区域（すべて
の周波数またはＭＳＥで低い散逸を有する）が過補償されることはない（例えば、水であ
ると仮定されて、したがって低いパワーを受け取ることはない）。例えば、中間散逸比を
有する周波数またはＭＳＥでのエネルギー伝送は、そのような周波数またはＭＳＥが大き
な氷を表す場合、高散逸比を有する周波数またはＭＳＥのエネルギー伝送と同程度には減
少されない。
【００１５】
　本発明の１つの例示的実施形態では、これらおよび／または他のパラメータ、例えばし
きい値、パワー／周波数の比、および時間は、負荷特性および／または所望の加熱効果に
応じて決まる。任意選択で、様々なオプションを含むテーブルがメモリに記憶され、ユー
ザが選択することができる。任意選択で、または別法として、一連の関数が提供され、ユ
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ーザ選択または自動選択に従って適用される。
【００１６】
　任意選択で、または別法として、最大パワーレベルが、試行錯誤法を使用して、および
／または負荷内の平均散逸の関数として計算される。
【００１７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、最大印加パワーレベルおよび／または周波数もし
くはＭＳＥ依存パワーレベルが、解凍または他の加熱またはエネルギー印加プロセス中に
更新される。任意選択で、この更新は、解凍プロセス中に複数回（例えば、実質上連続的
に、例えば１０００回／秒、または２回／秒、さらには５秒毎に１回、またはそれよりも
長い間隔で）行われる。
【００１８】
　本発明の１つの例示的実施形態では、走査の間の時間および／または走査の間の散逸は
、過熱および／または熱暴走の危険を減少させるように選択される。任意選択で、使用さ
れるパワーレベル、しきい値、走査レート、および／または他のパラメータは、回避すべ
きシナリオに応じて決まる。一例では、走査設定および／またはｈｐｌは、少量の水が誤
って大量の氷とみなされた（したがって高パワーを照射された）場合に、次の走査が（氷
と間違われていない場合の水の量の増加によって引き起こされる）そのような影響を検出
するように選択される。
【００１９】
　任意選択で、スペクトル情報を改良するため、例えば水を氷から区別するのを補助する
ために、負荷および／または空洞を操作する。これは、伝送に関するより高いパワーレベ
ル（例えば平均）、および／またはより高い散逸比（例えば平均または最小）の計算を可
能にすることがあり、したがって、十分な品質でより速い解凍を可能にする。例えば、空
洞内での負荷の位置を変えることができ（例えば負荷が置かれたプレートを回転または振
動させることによって）、スペクトル情報が複数の位置の間で比較される。任意選択で、
獲得されるスペクトル情報が氷／水の区別に関して最も有用となる（例えば計算される最
大のｈｐｌを有する）ように負荷が位置決めされた状態で、エネルギー伝送が行われる。
【００２０】
　本発明の１つの例示的実施形態では、パワーが以前に印加された周波数またはＭＳＥで
は最小の低パワーレベルが散逸されて、そのような解凍済みの部分の冷却および／または
再凍結を防止する。任意選択で、または別法として、スペクトル情報の第１の獲得と第２
の獲得の間に所与の周波数またはＭＳＥで負荷内に散逸させることができる最大パワーは
、スペクトル情報の変化に基づいてパワーが停止される前に、解凍される部分が解凍段階
をはるかに超えて加熱されることがないようなものである。
【００２１】
　本発明の１つの例示的実施形態では、正確な量のパワーを印加するのではなく、頻繁な
フィードバックが使用される。任意選択で、または別法として、パワーを印加する方法は
、使用されるパワー増幅器の特性を考慮する。
【００２２】
　本発明者らは、以下に詳述する可能性の１つまたは複数によって不均一な温度プロファ
イルが引き起こされる、または強調されることがあると仮説する。しかし、本明細書で述
べる方法はまた、そのような仮説とは無関係に適用されることもあることに留意すべきで
ある。さらに、本発明のいくつかの実施形態によれば、一様でない温度自体ではなく、負
荷の有意な部分（例えば用途や使用者の望みに応じて、例えば０．１％、０．５％、１％
、２％、５％、１０％、または中間のパーセンテージ）の過熱または過熱の危険が防止さ
れることに留意されたい。
【００２３】
　（ａ）不均一な組成。現実の負荷は、通常は異なる素材（例えば、ある鶏肉部位での脂
肪、骨、皮膚、および筋肉、またはひき肉内部の空気ポケット、またはエビのパック内の
エビの間の氷柱）を含み、これらは、異なる比熱（Ｃｐ）および／または異なる潜熱（Ｌ
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）を有する。そのような場合には、（ＲＦ加熱は通常、物体内部での伝導による熱移動よ
りも速いので）一様な散逸エネルギーは、不均一な温度をもたらすことがある。本発明の
いくつかの実施形態によれば、そのような異なる素材に関連付けられる負荷部分に関する
パワーレベルを決定するときに、（例えば予め設定されたテーブルを使用して）これが考
慮に入れられる。
【００２４】
　（ｂ）不均一な熱的状態および熱移動の挙動。負荷は、（最初に、または解凍中に）異
なる部位で異なる温度を有することがある。これは、例えば以下のことに起因することが
ある。解凍開始前の非平衡な冷却（例えば、冷凍が不完全である場合には内側が外側より
も温かい。逆に、冷凍されている物体がそれ自体よりも高い温度に短時間さらされた場合
には外側が内側よりも温かい）；加熱前または加熱中の、異なる環境への負荷の表面の露
出（場合によっては加熱中の、温かい空気、内部および外部の対流電流、冷たいプレート
への露出）；上述したような異質の組成；負荷の不定形状（ある部分が他の部分よりも薄
い）；例えば異なる部分が異なる表面／体積比を有することがある負荷の不定形状；ある
いは前述したことの２つ以上の組合せ。これにより、（負荷が１００％均質であり、すべ
ての部分へのエネルギー散逸が同一である場合でさえ）より低温の部分が相変化を始める
かなり前に、比較的温かい部分が相変化の過程を経ることがある。本発明の１つの例示的
実施形態では、加熱プロトコルは、加熱中に、そのような一様でない温度および／または
熱の散逸を考慮に入れる。任意選択で、そのような考慮は、氷部分に最大のパワーを向け
ることによって自動的に行われる。
【００２５】
　（ｃ）温度依存加熱。多くのタイプの素材に関して、相変化を発生させるのに必要なエ
ネルギーの量が相変化後の物質に印加される場合、かなりの温度上昇（例えば２０、４０
、さらには８０℃）を引き起こす。その結果、冷凍されている素材内でのエネルギーの均
一な散逸は、より低温の部分で相変化が完了する前に、より高温の部分の過熱をもたらす
ことがある。本発明の１つの例示的実施形態では、そのような過熱は、過熱の影響を受け
やすい領域、および／またはパワー／熱の比がより速い素材の加熱を示唆するような領域
へのパワーを減少させることによって防止される。
【００２６】
　上記のことは、時として、相変化がある（例えば沸騰する）か、相変化がない（例えば
負荷の温度が上昇する、および／または所望のレベルで温度が維持される）かに関わらず
、解凍を伴わない負荷の加熱にも当てはまることがあることに留意されたい。
【００２７】
　電磁エネルギーが印加される「物体」（「負荷」または「加熱対象の物体」とも呼ぶ）
への言及は特定の形態に限定されないことに留意すべきである。「物体」または「負荷」
は、本発明が利用される特定のプロセスに応じて、液体、固体、または気体を含むことが
ある。また、物体は、異なる相の物質からなる組成物または混合物を含むこともある。し
たがって、非限定的な例として、用語「物体」は、例えば以下のような物質を包含する。
解氷または調理する食品；乾燥させる衣類または他の濡れた素材；解凍する凍結臓器；反
応させる化学物質；燃焼させる燃料または他の可燃性材料；脱水する水和物；膨張させる
ガス；加熱、沸騰、または気化させる液体；またはわずかにでさえ電磁エネルギーを印加
することが望まれる任意の他の素材。
【００２８】
　本発明の１つの例示的実施形態によれば、既に相変化した区域よりも相変化していない
区域にかなり大きなＲＦエネルギーが散逸される場合に、一様でない加熱または少なくと
も熱暴走が、少なくともある程度防止される。１つの特定の例は、解凍しない部分、脂肪
、および／または他の凍結していない素材よりも、解凍される部分に大きなパワーを散逸
することである。
【００２９】
　用語「ＲＦまたは電磁エネルギー」は、本明細書で使用するとき、限定はせずに無線周
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波数（ＲＦ）、赤外線（ＩＲ）、近赤外線、可視光、紫外線などを含めた電磁スペクトル
の任意の部分またはすべての部分を含むことに留意すべきである。１つの特定の例では、
印加される電磁エネルギーは、１００ｋｍ～１ｍｍの自由空間内での波長（それぞれ３Ｋ
Ｈｚ～３００ＧＨｚの周波数）を有するＲＦエネルギーを含むことがある。いくつかの他
の例では、周波数帯域は、５００ＭＨｚ～１５００ＭＨｚの間、または７００ＭＨｚ～１
２００ＭＨｚの間、または８００ＭＨｚ～１ＧＨｚの間でよい。例えば、マイクロ波エネ
ルギーと超高周波数（ＵＨＦ）エネルギーは、どちらもＲＦ範囲内にある。本明細書では
、本発明の例をＲＦエネルギーの印加に関連付けて説明するが、これらの説明は、本発明
のいくつかの例示的な原理を示すために提示するものであり、電磁スペクトルの任意の特
定の部分に本発明を限定することは意図されていない。
【００３０】
　本発明の１つの例示的実施形態では、エネルギー散逸のそのような不均一な分布は、比
較的低い散逸比を有する周波数またはＭＳＥ、すなわち主に氷中で散逸する周波数または
ＭＳＥで高いパワーを伝送し、比較的高い散逸比を有する周波数またはＭＳＥ、すなわち
主に水中で散逸する周波数またはＭＳＥで低いパワーを伝送する（さらにはパワーを伝送
しない）ことによって実現される。
【００３１】
　本発明の例示的実施形態によれば、異なる負荷部分（例えば水および氷中、または例え
ば極性、脂質含量、および含水量を含めた任意の他の理由で異なる散逸比を有する負荷部
分）での所与の周波数またはＭＳＥの散逸は、多くの因子に依存し、それらの因子には、
空洞内部の負荷組成、サイズ、形状、位置、および向き、ならびに異なる負荷部分での正
確な温度および相が含まれることに留意されたい。異なる条件下では、所与の周波数また
はＭＳＥは、主に水中、主に氷中、またはその両方で散逸することがある。しかし、本発
明者らは、空洞からスペクトル情報を取得すれば、取得した情報の分析を使用して有用な
解凍プロトコルを導き出すことができること、および／またはそのような分析が、生じ得
る水中および／または氷中での散逸のパターンを反映することができることを発見した。
【００３２】
　本出願の文脈では、用語「スペクトル情報」は、異なる周波数またはＭＳＥでの、およ
び／またはチャンバ内の負荷との、チャンバ内におけるＲＦの相互作用データを意味し、
例えば、一度に１つまたは複数の空洞内供給機構を使用して、一定のパワーまたは変化す
るパワーで周波数またはＭＳＥをスイープし、前記１つまたは複数の空洞内供給機構によ
って受信される反射パワーを測定し、任意選択で、各周波数またはＭＳＥで空洞内に実際
に伝送されたパワーを考慮する。時として、１つの供給機構が伝送し、１つまたは複数の
他の供給機構（またはすべての他の供給機構）が、反射されたパワーを測定する。時とし
て、このプロセスは、複数の供給機構の１つまたは複数に関して繰り返される。非限定的
な例は、国際公開第０７／０９６８７８号パンフレットに記載されるようなスペクトル画
像の取得である。
【００３３】
　本発明の１つの例示的実施形態では、制約関数を使用して、比較的高い散逸比を有する
部分にはより少量のエネルギーが散逸し（またはエネルギーが全く散逸せず）、一方、比
較的低い散逸比を有する部分にはより多量のエネルギーが散逸するように空洞内に伝送す
るためにＲＦパワーを計算する。本発明の１つの例示的実施形態では、高い散逸比を有す
る部分では、低い散逸比または中間の散逸比を有する部分よりも単位体積当たりに散逸さ
れるエネルギー（または単位質量当たりの散逸）が小さくなるように関数が選択される。
本発明の１つの例示的実施形態では、制約関数を使用して、比較的高い散逸比を有する周
波数またはＭＳＥによってより少量のエネルギーが負荷内に散逸し（またはエネルギーが
全く散逸せず）、一方、比較的低い散逸比を有する周波数またはＭＳＥによってより多量
のエネルギーが負荷内に散逸するように、空洞内に伝送するためにＲＦパワーを計算する
。本発明の１つの例示的実施形態では、解凍（または部分解凍）され（または負荷内への
周波数またはＭＳＥの散逸比が増加し）、その後、「高散逸部分（または周波数もしくは
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ＭＳＥ）」（または「中間散逸部分（または周波数もしくはＭＳＥ）」）として分類し直
される負荷の部分に関して、加熱が自動的におよび／または本来的に調節される。例えば
、加熱セッション後に周波数またはＭＳＥ走査またはスイープを行うことによって、使用
される周波数またはＭＳＥの少なくともいくつかの散逸比の変化が見られるようになるこ
とがあり、この変化は、少なくとも一部には、負荷のそれぞれの部分の相変化と相関する
。新たに獲得されたスペクトル情報に基づいて伝送プロトコルを再計算することによって
、デバイスは、解凍の進行（および／または動作中に負荷が移動する場合には負荷の位置
の変化）に関して自己調節することができる。
【００３４】
　本発明の１つの例示的実施形態では、各周波数またはＭＳＥでの伝送エネルギーは、高
い散逸比（例えば７０％以上または８０％以上）を有する周波数またはＭＳＥで負荷内に
散逸するエネルギーの量を、比較的低い散逸比（例えば４０％以下または３０％以下）を
有する周波数またはＭＳＥで負荷内に散逸されるエネルギーの５０％以下にすることがで
きるように選択される。時として、これは、低い散逸比を有する周波数またはＭＳＥで散
逸されるエネルギーの２０％以下、５％以下、０．１％以下、さらには０％となる。
【００３５】
　上述したことは解凍に焦点を当てているが、他の相変化にも適用することができ、ある
いは、パワー散逸と加熱率の関係が突然変化する状況、および／または熱暴走を防止する
ことが望まれる状況（例えば、それぞれ高い比熱と低い比熱および／または高い潜熱と低
い潜熱に対応する、低い散逸比の区域と高い散逸比の区域の両方を含む物体を均一に加熱
することを試みるとき）にも適用することができる。さらに、異なる条件で加熱される複
数の（例えば３つ、４つ、５つ、またはそれよりも多い）部分が提供されることもある。
時として、加熱に使用される作業帯域の複数の部分は、エネルギーが伝送されない周波数
またはＭＳＥ（または一部）を含まない。任意選択で、異なる周波数またはＭＳＥが、散
逸比に基づいてそのような複数の部分に割り当てられる。しかし、温度変化に必要なエネ
ルギーに比べて相変化に必要なエネルギー量が大きいことに起因して、また、食品がしば
しば冷凍保存されており、解凍して提供または用意されることを考慮して、解凍が特に興
味深い要点となることに留意されたい。同様に、追加として、または別法として、過熱に
よって損傷を受けることがある部分および／または十分に加熱されていない場合には容認
できない部分が対象となることがある。時として、任意の他の理由から、異なる部分を異
なる条件で加熱することが望ましいことがある（例えば、１つの部分を加熱（例えば調理
）するが別の部分は調理しない、または異なる最終温度に達する）。
【００３６】
　また、いくつかの実施形態において根底にあるストラテジは、標的となる負荷部分に対
するそのようなパワーの効果に従って単位体積当たりのパワーを調整することであるが、
いくつかの実施形態によれば、これは、特定の周波数またはＭＳＥに狙いを定め、それら
の周波数またはＭＳＥの散逸に従ってパワーを調整することによって直接実現され、単位
体積当たりでの特定のパワーレベルを直接は保証しないことにも留意されたい。
【００３７】
　本発明の１つの例示的実施形態によれば、ＲＦを使用して負荷を加熱する方法において
、
　（ａ）過熱温度点を有する負荷を提供するステップと、
　（ｂ）過熱を防止するように、負荷に散逸すべき最大のパワーを選択するステップと、
　（ｃ）複数の異なる周波数またはＭＳＥでＲＦパワーを前記負荷に印加するステップで
あって、前記パワーが、異なる周波数またはＭＳＥでは異なり、すべての周波数またはＭ
ＳＥで前記最大パワー未満であるステップと
を含む方法が提供される。
【００３８】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記選択するステップは、加熱の均一性と加熱の
速度との折り合い点を見出すステップを含む。時として、選択される最大パワーは、任意
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の所与の周波数またはＭＳＥでデバイスによって利用可能な最大パワーに、その周波数ま
たはＭＳＥでの散逸比を乗算したものでよい。任意選択で、または別法として、ＲＦパワ
ーを印加するステップが、前記負荷の相変化をもたらすステップを含む。任意選択で、前
記相変化は解凍を含む。別法として、前記相変化は蒸発を含む。
【００３９】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記相変化は、負荷の１単位部分の相変化を引き
起こすためのパワーの効果と、相変化が完了している負荷の１単位部分の温度を１℃だけ
上昇させるためのパワーの効果との比が少なくとも１：２０である。
【００４０】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記パワーは、前記印加中に前記負荷内の熱暴走
を防止するように選択されて印加される。
【００４１】
　本発明の１つの例示的実施形態では、最大パワーを選択するステップが、負荷の平均散
逸の関数として最大パワーを選択するステップを含む。
【００４２】
　本発明の１つの例示的実施形態では、最大パワーを選択するステップが、負荷のスペク
トル情報の関数として最大パワーを選択するステップを含む。
【００４３】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、パワーが印加される周波数またはＭＳＥ
で印加できる最小パワーを選択するステップを含む。
【００４４】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、前記複数の周波数またはＭＳＥそれぞれ
に関してパワーを選択するステップを含む。任意選択で、パワーを選択するステップは、
前記ＲＦパワーを印加するために使用されるシステムのより広い帯域幅内で、パワーに関
する１つまたは複数の周波数サブバンドを選択するステップを含む。
【００４５】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、前記負荷のスペクトル情報を繰り返し検
索し、前記情報を使用して、前記選択するステップおよび前記印加するステップの少なく
とも一方を進めるステップを含む。
【００４６】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記ＲＦパワーを印加するステップが、ある周波
数での散逸比に対して逆比となるパワーを前記周波数で印加するステップを含む。
【００４７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、低いしきい値レベル未満の散逸比を有す
る周波数でのパワーの印加を回避するステップを含む。
【００４８】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、高いしきい値レベルを超える散逸比を有
する周波数でのパワーの印加を回避するステップを含む。
【００４９】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記印加するステップは、前記負荷内の氷を識別
するステップに応答し、前記識別するステップは、低い散逸を有する周波数に従って識別
するステップを含む。任意選択で、識別するステップは、負荷の質量に関して補償される
。任意選択で、または別法として、識別するステップは、負荷タイプに応じて決まるしき
い値に従う。
【００５０】
　本発明による１つの例示的実施形態によれば、先行する請求項の任意のものの選択ステ
ップおよび印加ステップを実施するように構成された装置が提供される。
【００５１】
　本発明の１つの例示的実施形態によれば、ＲＦを使用して負荷を加熱する方法において
、
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　（ａ）異なる部分で異なる散逸比を有する負荷を提供するステップと、
　（ｂ）負荷の加熱時に、第１の散逸比で散逸する周波数では、第２の散逸比で散逸する
周波数よりも小さいエネルギー（またはパワー）が伝送されるように、周波数／エネルギ
ー対を設定するステップであって、前記第２の散逸比が、所与の伝送サイクルで前記第１
の散逸比よりも高いステップと、
　（ｃ）前記負荷を加熱するために前記周波数／パワー対を適用するステップと
を含む方法が提供される。
【００５２】
　本発明の１つの例示的実施形態によれば、ＲＦを使用して負荷を加熱する方法において
、
　（ａ）異なる部分で、印加される伝送エネルギー（ｈ／ｔｅ）当たり異なる加熱率を有
する負荷を提供するステップと、
　（ｂ）負荷の加熱時に、高いｈ／ｔｅ率を有する部分に対応する周波数で、低いｈ／ｔ
ｅを有する部分に対応する周波数よりも、部分の単位体積当たりに小さいエネルギーが伝
送されるように、周波数／エネルギー対を設定するステップと、
　（ｃ）前記負荷を加熱するために前記周波数／パワー対を適用するステップと
を含む方法が提供される。
【００５３】
　本発明の１つの例示的実施形態によれば、ＲＦを使用して負荷を加熱する方法において
、
　（ａ）異なる部分で異なる散逸比を有する負荷を提供するステップと、
　（ｂ）負荷の加熱時に、第１の散逸比で散逸する周波数と第２の散逸比で散逸する周波
数で異なるパワー印加プロトコルが適用されるように、周波数／パワー対を設定するステ
ップと、
　（ｃ）前記負荷を加熱するために前記周波数／パワー対を適用するステップと
を含む方法が提供される。
【００５４】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記印加するステップは、より低い散逸比を有す
る部分に関してより大きなパワーを印加するステップを含む。任意選択で、または別法と
して、２つ以上のパワー印加プロトコルの相違は、それぞれの負荷部分で散逸すべき負荷
量当たりのエネルギーの総量を含む。任意選択で、または別法として、２つ以上のパワー
印加プロトコルの相違は、加熱速度と均質性との折り合い点を含む。
【００５５】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記設定するステップは、散逸比に関連付けられ
るセットに周波数を関連付けるステップを含み、前記設定するステップは、前記セットに
従って周波数／パワー対を選択するステップを含む。任意選択で、前記設定するステップ
は、セット当たりのパワーレベルを選択するステップを含む。任意選択で、または別法と
して、前記関連付けるステップは、前記散逸比に加えて情報に基づいて関連付けるステッ
プを含む。任意選択で、または別法として、少なくとも１つのセットは、複数の不連続な
周波数範囲を含み、前記範囲の間で少なくとも１つの周波数が別のセットに属する。任意
選択で、または別法として、少なくとも１つのセットは、冷凍されている素材に対応する
。任意選択で、または別法として、関連付けるステップは、少なくとも３つのセットに関
連付けるステップを含む。任意選択で、または別法として、前記周波数またはＭＳＥをセ
ットに関連付けるステップは、所定の数のセットに関連付けることによって行われる。任
意選択で、前記所定の数のセットは、２～１０セットである。
【００５６】
　本発明の１つの例示的実施形態では、関連付けるステップは、複数の周波数またはＭＳ
Ｅに割り当てられた有意な量の散逸エネルギーまたはパワーをそれぞれ有する少なくとも
２つのセットに関連付けるステップを含み、前記有意な量は、セットに割り当てられる加
熱サイクル中の総散逸パワーの少なくとも７％である。任意選択で、または別法として、
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前記セットの少なくとも２つは、非ゼロ伝送パワーを有し、１つのセットの平均散逸パワ
ーは、別のセットの少なくとも２倍である。任意選択で、または別法として、前記セット
の少なくとも２つは、非ゼロ伝送パワーを有し、１つのセットの平均散逸パワーは、別の
セットの少なくとも５倍である。任意選択で、または別法として、前記セットの少なくと
も２つは、非ゼロ伝送パワーを有し、１つのセットの平均散逸パワーは、別のセットの少
なくとも１０倍である。任意選択で、または別法として、パワーが伝送されるセットは、
作業周波数またはＭＳＥの少なくとも５％をカバーする。任意選択で、または別法として
、パワーが伝送されるセットは、作業周波数またはＭＳＥの少なくとも２０％をカバーす
る。任意選択で、または別法として、前記セットの少なくとも２つは、それぞれ、散逸比
の値範囲の少なくとも１０％に対応する。
【００５７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記負荷が食品を含む。任意選択で、または別法
として、前記負荷は、少なくとも２つの食品部分の組合せを含む。任意選択で、または別
法として、前記印加するステップは、前記負荷の相変化を引き起こす。任意選択で、また
は別法として、前記印加するステップは、前記負荷の少なくとも一部の解凍を引き起こす
。
【００５８】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、加熱プロセスの一部として、ステップ（
ｂ）および（ｃ）を少なくとも２回繰り返すステップを含む。
【００５９】
　また、本発明の１つの例示的実施形態によれば、ＲＦを使用して負荷を加熱する方法に
おいて、
　（ａ）異なる部分で、印加されるパワー当たりの異なる加熱率（ｈ／ｐ）を有する負荷
を提供するステップと、
　（ｂ）負荷の加熱時に、高いｈ／ｐ率を有する部分に対応する周波数で、低いｈ／ｐを
有する部分に対応する周波数よりも、部分の単位体積当たりに小さいエネルギーが伝送さ
れるように、周波数／パワー対を設定するステップと、
　（ｃ）前記負荷を加熱するために前記周波数／パワー対を適用するステップと
を含む方法が提供される。
【００６０】
　また、本発明による１つの例示的実施形態によれば、先行する請求項の任意のものの選
択ステップおよび印加ステップを実施するように構成された装置が提供される。任意選択
で、装置は、複数のパワー印加プロトコルを記憶し、異なる周波数セットに異なるプロト
コルを適用するように構成されたメモリを備える。
【００６１】
　また、本発明の１つの例示的実施形態によれば、ＲＦを使用して負荷を加熱する方法に
おいて、
　（ａ）過熱温度点を有する負荷を提供するステップと、
　（ｂ）過熱を防止するように、負荷に散逸すべき最大のパワーを選択するステップと、
　（ｃ）複数の異なる周波数でＲＦパワーを前記負荷に印加するステップであって、前記
パワーが、異なる周波数では異なり、すべての周波数で前記最大パワー未満であるステッ
プと
を含む方法が提供される。任意選択で、ＲＷパワーを印加するステップが、前記負荷の相
変化をもたらすステップを含む。任意選択で、前記相変化は解凍を含む。任意選択で、ま
たは別法として、前記相変化は蒸発を含む。
【００６２】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記相変化は、負荷部分１単位当たりの相変化を
引き起こすためのパワーの効果と、相変化が完了している負荷部分１単位当たりの温度を
１℃だけ上昇させるためのパワーの効果との比が少なくとも１：２０である。
【００６３】
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　本発明の１つの例示的実施形態では、前記パワーは、前記印加中に前記負荷内の熱暴走
を防止するように選択されて印加される。任意選択で、または別法として、最大パワーを
選択するステップが、負荷の平均散逸の関数として最大パワーを選択するステップを含む
。任意選択で、または別法として、最大パワーを選択するステップが、負荷のスペクトル
情報の関数として最大パワーを選択するステップを含む。任意選択で、または別法として
、最大パワーを選択するステップが、任意の所与の周波数で空洞内にデバイスによって伝
送させることができる最大パワーの関数として最大パワーを選択するステップを含む。
【００６４】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、パワーが印加される周波数またはＭＳＥ
で印加できる最小パワーを選択するステップを含む。任意選択で、または別法として、方
法は、前記複数の周波数またはＭＳＥそれぞれに関してパワーを選択するステップを含む
。任意選択で、パワーを選択するステップは、前記ＲＦパワーを印加するために使用され
るシステムのより広い帯域幅内で、パワーに関する１つまたは複数の周波数またはＭＳＥ
サブバンドを選択するステップを含む。
【００６５】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、前記負荷のスペクトル情報を検索し、前
記情報を使用して、前記選択するステップおよび前記印加するステップの少なくとも一方
を進めるステップを含む。任意選択で、スペクトル情報の前記検索が繰り返し行われる。
【００６６】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記ＲＦパワーを印加するステップが、ある周波
数またはＭＳＥでの散逸に対して逆相関するパワーを前記周波数またはＭＳＥで印加する
ステップを含む。
【００６７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、低いしきい値レベル未満の散逸比を有す
る周波数またはＭＳＥでのパワーの印加を回避するステップを含む。
【００６８】
　本発明の１つの例示的実施形態では、方法は、高いしきい値レベルよりも上の散逸比を
有する周波数またはＭＳＥでのパワーの印加を回避するステップを含む。
【００６９】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記印加するステップは、前記負荷内の氷を識別
するステップに応答し、前記識別するステップは、低い散逸を有する周波数またはＭＳＥ
に従って識別するステップを含む。任意選択で、識別するステップは、負荷の質量に関し
て補償される。任意選択で、または別法として、識別するステップは、負荷タイプに応じ
て決まるしきい値に従う。
【００７０】
　本発明の１つの例示的実施形態では、前記印加するステップが、散逸比の値の正規化を
含む。
【００７１】
　本発明の１つの例示的実施形態では、パワーを印加するステップが、所与の期間に異な
る合計量のパワーを印加することを含み、それにより、特定の周波数またはＭＳＥに関す
る実際のパワーは一定であるが、期間内でのパワーの印加の時間間隔が周波数またはＭＳ
Ｅ毎に変えられ、異なる周波数またはＭＳＥに関する異なる実効合計パワーを生み出す。
【００７２】
　本発明の１つの例示的実施形態では、パワーを印加するステップは、複数の前記周波数
またはＭＳＥを複数のセットにグループ化し、セット当たりの印加パワーに基づいて、印
加されるパワーの量を変えるステップを含む。
【００７３】
　本開示では、概念の多くを、周波数および／または変調空間要素に関連付けて説明して
きた。いくつかの実施形態では、周波数が、変調空間要素を定義または操作するために使
用される１つまたは複数のパラメータの中に含まれることがある。したがって、一般に、
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周波数に関して説明する本明細書で開示する実施形態に関係する概念はまた、より一般的
に、変調空間要素の使用を含む実施形態に拡張することができる。
【００７４】
　いくつかの例示的実施形態は、ＥＭエネルギーを負荷に印加するための装置を含むこと
がある。装置は、少なくとも１つの処理装置を含むことができ、処理装置が、複数の変調
空間要素それぞれに関する散逸エネルギーを示唆する情報を受信し、散逸エネルギーを示
唆する受信された情報に基づいて、いくつかの複数の変調空間要素を少なくとも２つのサ
ブセットにグループ化するように構成される。また、処理装置は、パワー送達プロトコル
を少なくとも２つのサブセットそれぞれに関連付け、その際、パワー送達プロトコルがサ
ブセット間で異なり、さらに、各パワー送達プロトコルに従って負荷に印加されるエネル
ギーを調整するように構成することができる。
【００７５】
　他の例示的実施形態は、ＥＭエネルギーを負荷に印加するための方法を含むことがある
。この方法は、複数の変調空間要素それぞれに関して、散逸エネルギーを示唆する情報を
受信するステップと、散逸エネルギーを示唆する受信された情報に基づいて、いくつかの
複数の変調空間要素を、少なくとも２つのサブセットにグループ化するステップと、パワ
ー送達プロトコルを少なくとも２つのサブセットそれぞれに関連付けるステップであって
、パワー送達プロトコルがサブセット毎に異なるステップと、各パワー送達プロトコルに
従って負荷に印加されるエネルギーを調整するステップとを含むことができる。
【００７６】
　別の例示的実施形態は、複数の下位成分を有する負荷にエネルギーを印加するための装
置を含むことがある。装置は、少なくとも１つの処理装置を含むことができ、処理装置は
、各下位成分に関連付けられたエネルギー散逸特性の値を決定し、エネルギー散逸特性の
値に基づいて、第１のタイプの下位成分が第２のタイプの下位成分よりも大きいエネルギ
ーを吸収するようにされるように、素材へのエネルギー移動を調整するように構成される
。下位成分は、例えば、物質の相が互いに異なることがある（例えば冷凍と解凍）。
【００７７】
　別の例示的実施形態は、第１の物質相と第２の物質相を有する素材にエネルギーを印加
するための装置を含むことがある。装置は、少なくとも１つの処理装置を含むことができ
、処理装置は、ＥＭエネルギーの印加を調整して、第１の物質相を有する第１の素材部分
にエネルギーを選択的に印加し、第２の物質相を有する第２の素材部分に印加されるエネ
ルギーを選択的に制限するように構成される。
【００７８】
　本発明の非限定的な例示的実施形態を、添付図面を参照して以下に説明する。図面は例
示であり、一般に正確な縮尺ではない。異なる図面での同一または同様の要素には、同じ
参照番号が付されている。
【図面の簡単な説明】
【００７９】
【図１】図１は、本発明の１つの例示的実施形態によるデバイスの概略図である。
【図２】図２は、本発明の一実施形態による解凍デバイスの動作の方法の簡略流れ図であ
る。
【図３】図３は、１つの例示的な決定関数に関する、相対補償と正規化された散逸比との
関係のグラフを示す図である。
【図４】図４は、本発明の別の実施形態によるデバイスの動作の方法の簡略流れ図である
。
【図５】図５は、平均散逸の関数としてｈｐｌパラメータ値を選択する方法を示すグラフ
である。
【図６】図６は、同じ質量を有する牛肉とマグロに関する測定された散逸比を、平均およ
び様々な周波数で示すグラフである。
【図７】図７は、大きい鶏肉と小さい鶏肉に関する測定された散逸比を、平均および様々
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な周波数で示すグラフである。
【図８】図８は、本発明の１つの例示的実施形態による、様々な散逸比を有する素材を違
う条件で加熱する方法の流れ図である。
【図９】図９は、図３の例に対する例示的代替形態を示す図である。
【図１０】図１０は、ライスと鶏肉の混合に関する異なる散逸比を示す図である。
【図１１】図１１は、本発明の１つの例示的実施形態による、電磁エネルギーを物体に印
加するための装置を示す図である。
【図１２】図１２は、本発明の一実施形態による、散逸比スペクトル（破線）および入力
エネルギースペクトル（実線）を示す図である。
【図１３】図１３は、本発明の一実施形態による散逸比スペクトルを示す図である。
【図１４】図１４は、本発明の１つの例示的実施形態によるデバイスを示す図である。
【図１５】図１５は、１つの例示的な変調空間を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００８０】
概説
　本出願は、とりわけＲＦ加熱（例えばマイクロ波またはＵＨＦ）加熱の分野でのいくつ
かの進歩を記載する。便宜上、これらの進歩を、様々な装置および方法の文脈でまとめて
説明するが、各進歩は、一般には独立しており、（適用可能であれば）従来技術の装置お
よび方法と共に、または本明細書で述べる他の進歩の最適ではない形態と共に実施するこ
とができる。さらに、本発明の一実施形態の文脈で説明する進歩を他の実施形態において
利用することもでき、可能な限り、他の実施形態の説明に任意選択の特徴として組み込ま
れるものとみなすべきである。実施形態は、特定の進歩性のある要素を強調するために、
いくぶん簡略化した形で示す。さらに、本発明のいくつかまたはすべての実施形態に共通
のいくつかの特徴は、「発明の概要」の項に記載されていることがあり、それもまた様々
な実施形態の詳細な説明の一部とみなすべきであることに留意されたい。
【００８１】
　一般的な不定形の負荷内でエネルギーのほぼ一様な散逸をもたらすための１つの方法お
よびデバイスは、参照により本明細書に援用するＢｅｎ－ＳｈｍｕｅｌおよびＢｉｌｃｈ
ｉｎｓｋｙの国際公開第０７／０９６８７８号パンフレット（‘８７８号）に従うもので
ある。１つの例示的実施形態では、‘８７８号によるデバイスは、複数のＲＦ周波数（あ
る周波数帯域内のすべて）を空洞内に伝送することによって得られる情報を使用して、そ
の帯域内での空洞の全Ｓパラメータを取得し、それにより、周波数に応じて空洞のスペク
トル情報（例えば空洞内へのエネルギーの散逸）を求めることができる。この情報は、空
洞内で所望の散逸パターンを得るために、（もしあれば）各スイープ周波数をデバイス内
に伝送すべきパワーを導き出すために使用される。
【００８２】
　１つのオプションでは、パワーは、（表面電流でもアンテナ間でもなく）負荷内で主に
散逸する帯域内でのみ伝送される。これは、例えば、効率ηと供給されるパワーとの積が
すべての伝送される周波数またはＭＳＥに関して実質的に一定になるように行うことがで
き、負荷の組成に関係なく、（周波数またはＭＳＥに応じて）負荷または空洞内でのエネ
ルギーのほぼ一様な散逸を可能にする。
【００８３】
　物体の解凍中、物体内の氷が溶解して水になる。氷と水は、ＲＦエネルギーに関して異
なる吸収率を有し、その結果、周波数に応じて異なる反射減衰量および結合をもたらす。
これは、マッチングを変えることがあり、マッチング要素の調節によってマッチングし直
した後、吸収効率ピークの周波数が変わることがある。任意選択で、（獲得された情報に
基づいて）投入するために選択される周波数、特にその変化率を監視することによって、
すべての氷が溶解して水になる点を求めることができ、（解凍のみが望まれている場合に
は）加熱を終了することができる。
【００８４】
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　より一般には、異なる素材（または異なる特性を有する素材）は、（例えば複数の素材
から成るので、または異なる相を有する１つの素材から成るので）典型的には不定の吸収
特性を有する。さらに、吸収特性は、物体内の素材の温度および／または相に応じたもの
であることも多い。したがって、物体の温度および／または相が変わると、物体の吸収特
性が変わることがあり、この変化率および大きさは、物体内の素材の特性に応じて決まる
ことがある。さらに、物体の形状が、特定の周波数でのその吸収特性に寄与することもあ
る。例えば、不定形状の物体は、不定形の電磁エネルギー吸収を示すことがある。これら
の因子はすべて、物体内での電磁エネルギーの吸収の制御を難しくすることがある。
【００８５】
例示的なシステム
　図１に、本発明の一実施形態によるデバイス１０を概略的に示す。本発明の１つの例示
的実施形態では、デバイスは、国際公開第０７／０９６８７８号パンフレットに記載され
ているように構成されて操作され、１つまたは複数の変更点を以下に詳述する。特に、本
発明の１つの例示的実施形態では、制御装置は、（例えば、解凍済みの部分、またはより
低い脂肪含量またはより高い水分もしくは塩分含有量を有するより極性の高い部分に対応
する）高吸収部分へのパワー伝送が回避されるように構成され、それにより過熱の危険が
低減される。追加として、または別法として、例えばかなり低いパワーが、解氷されてい
る部分に提供される。これは、解凍されていない領域の温度変化および解凍に必要なパワ
ーが、流体部分の加熱に必要とされるよりもはるかに高く、したがって、同様のパワーレ
ベルを提供すると、解凍されている部分が暴走加熱し、解凍されていない部分は少ししか
加熱／解凍されないからである。
【００８６】
　図示されるデバイス１０は、空洞１１を備える。図示される空洞１１は、導体、例えば
アルミニウムなどの金属からなる円筒形の空洞である。しかし、本発明の全般的な方法は
、任意の特定の共振器空洞形状に限定されないことを理解すべきである。空洞１１、また
は導体からなる任意の他の空洞は、カットオフ周波数（例えば５００ＭＨｚ）を超える周
波数を有する電磁波に関する共振器として働き、このカットオフ周波数は、とりわけ空洞
の幾何形状に応じて決まることがある。例えば８００～１０００ＭＨｚなど広帯域のＲＦ
周波数を使用することができる。幾何形状に基づいてカットオフ周波数を決定する方法は
当技術分野でよく知られており、それらを使用することができる。負荷１２は、空洞内部
に、任意選択で支持部材１３（例えば従来の電子レンジのプレート）の上に配置される。
本発明の１つの例示的実施形態では、空洞１１は、１つまたは複数の供給機構１４（例え
ばアンテナまたは放射要素）を備え、供給機構１４は、ＲＦエネルギーを空洞内に伝送す
るために使用することができる。エネルギーは、例えばソリッドステート増幅器の使用を
含めた、当技術分野で知られている任意の方法および手段を使用して伝送される。また、
供給機構１４の１つまたは複数、時としてすべてを、加熱プロセス中に１回または複数回
使用して、所与のＲＦ周波数帯域内で空洞のスペクトル情報を取得し、作業帯域内の周波
数に応じて空洞のスペクトル情報（例えば、空洞内へのエネルギーの散逸）を求めること
ができる。以下に詳述するように、この情報は、制御装置１７によって収集および処理さ
れる。
【００８７】
　制御装置１７は、本明細書で開示する実施形態に関連付けられる命令を実行するように
構成された少なくとも１つの処理装置を含むことができる。本明細書で使用するとき、用
語「処理装置」は、入力に対して論理演算を行う電気回路を含むことがある。例えば、そ
のような処理装置は、１つまたは複数の集積回路、マイクロチップ、マイクロコントロー
ラ、マイクロプロセッサ、中央処理装置（ＣＰＵ）の全体または一部、グラフィックス処
理装置（ＧＰＵ）、デジタル信号処理装置（ＤＳＰ）、フィールドプログラマブルゲート
アレイ（ＦＰＧＡ）、または命令の実行もしくは論理演算の実施に適した他の回路を含む
ことがある。
【００８８】
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　空洞１１は、エネルギー印加区域を含む、またはいくつかの場合にはエネルギー印加区
域を画定することがある。そのようなエネルギー印加区域は、電磁エネルギーを印加する
ことができる任意の空所、位置、領域、または範囲でよい。このエネルギー印加区域は、
中空部を含むことがあり、または液体、固体、気体、もしくはそれらの組合せで充填もし
くは一部充填されることがある。単に一例として、エネルギー印加区域は、電磁波の存在
、伝播、および／または共振を可能にする包囲体の内部、部分包囲体の内部、開いた空間
、固体、または部分固体を含むことがある。本開示では、すべてのそのようなエネルギー
印加区域を空洞と呼ぶことがある。物体（負荷とも呼ぶ）は、物体の少なくとも一部が区
域内に位置される場合、または物体のある部分が送達された電磁放射を受け取る場合に、
エネルギー印加区域の「内部」にあるとみなされる。
【００８９】
　本明細書で使用するとき、用語「放射要素」および「アンテナ」は、電磁エネルギーが
そこから放射することがある、および／またはそこに受け取られることがある任意の構造
を広範に表すことがあり、構造が本来、エネルギーを放射するために設計されているか、
それともエネルギーを受け取るために設計されているかは関係なく、また構造が任意の追
加の役割を果たすかどうかも関係ない。例えば、放射要素またはアンテナは、アパーチャ
／スロットアンテナを含むことがあり、あるいは、同時に、または制御された動的位相差
で一斉にエネルギー伝送する複数の端子を含むアンテナ（例えばフェーズドアレイアンテ
ナ）を含むことがある。いくつかの例示的実施形態に合致するように、供給機構１４は、
エネルギーを電磁エネルギー印加区域に供給する電磁エネルギー送信機（本明細書では「
送信アンテナ」と呼ぶ）、区域からエネルギーを受け取る電磁エネルギー受信機（本明細
書では「受信アンテナ」と呼ぶ）、または送信機と受信機の両方の組合せを含むことがあ
る。
【００９０】
　送信アンテナに供給されるエネルギーは、送信アンテナによって放出されるエネルギー
（本明細書では「入射エネルギー」と呼ぶ）をもたらすことがある。入射エネルギーは、
エネルギー印加区域に送達されることがあり、エネルギー源によってアンテナに供給され
たエネルギーと等しい量であることがある。入射エネルギーのうち、一部は、物体によっ
て散逸されることがある（本明細書では「散逸エネルギー」と呼ぶ）。別の部分は、送信
アンテナに反射されることがある（本明細書では「反射エネルギー」と呼ぶ）。反射エネ
ルギーは、例えば、物体および／またはエネルギー印加区域によって生じる不一致により
送信アンテナに反射されて戻されるエネルギーを含むことがある。また、反射エネルギー
は、送信アンテナのポートによって保持されるエネルギー（すなわち、アンテナによって
放出されるが区域内には流れないエネルギー）を含むこともある。反射エネルギーおよび
散逸エネルギー以外の入射エネルギーの残りは、送信アンテナ以外の１つまたは複数の受
信アンテナに伝送されることがある（本明細書では「伝送エネルギー」と呼ぶ）。したが
って、送信アンテナに供給される入射エネルギー（「Ｉ」）は、散逸エネルギー（「Ｄ」
）、反射エネルギー（「Ｒ」）、および伝送エネルギー（「Ｔ」）のすべてを含むことが
あり、それらの関係は、数学的には、Ｉ＝Ｄ＋Ｒ＋ΣＴｉと表すことができる。
【００９１】
　本発明のいくつかの態様によれば、１つまたは複数の送信アンテナが、電磁エネルギー
をエネルギー印加区域に送達することがある。送信アンテナによって区域内に送達される
エネルギー（本明細書では「送達エネルギー」または「ｄ」と呼ぶ）は、アンテナによっ
て放出された入射エネルギーから、同じアンテナへの反射エネルギーを引いたエネルギー
となることがある。すなわち、送達エネルギーは、送信アンテナから区域に流れる正味の
エネルギーとなることがあり、すなわちｄ＝Ｉ－Ｄである。あるいは、送達エネルギーは
、散逸エネルギーと伝送エネルギーの和と表すこともでき、すなわちｄ＝Ｒ＋Ｔである。
【００９２】
　本発明の１つの例示的実施形態では、空洞１１はまた、１つまたは複数のセンサ１５を
含むこともある。これらのセンサは、例えば（例えば１つまたは複数のＩＲセンサ、光フ
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ァイバ、または電気センサによる）温度、湿度、重量などを含めた追加の情報を制御装置
１７に提供することができる。別のオプションは、負荷内に埋め込まれる、または負荷に
取り付けられる１つまたは複数の内部センサ（例えば、光ファイバまたは国際公開第０７
／０９６８７８号パンフレットに開示されるようなＴＴＴ）の使用である。
【００９３】
　別法として、または追加として、空洞１１は、１つまたは複数の電磁界調整要素（ＦＡ
Ｅ）１６を備えることがある。ＦＡＥは、空洞のスペクトル情報または空洞から導出可能
なスペクトル情報に影響を及ぼすことがある空洞内部の任意の要素である。したがって、
ＦＡＥ１６は、例えば、空洞１１内部の金属構成要素、供給機構１４、支持部材１３、さ
らには負荷１２のうちの１つまたは複数を含めた、空洞内部の任意の物体でよい。任意選
択で、ＦＡＥ１６の位置、向き、形状、および／または温度が制御装置１７によって制御
される。本発明のいくつかの実施形態では、制御装置１７は、数回の連続するスイープを
実施するように構成される。各スイープは、異なるスペクトル情報を導き出すことができ
るように、異なるＦＡＥ特性で（例えば１つまたは複数のＦＡＥの位置または向きを変え
て）行われる。次いで、制御装置１７は、取得されたスペクトル情報に基づいて、ＦＡＥ
特性を選択することができる。そのようなスイープは、空洞内へのＲＦエネルギーの伝送
前に行うことができ、スイープは、デバイス１０の動作中に複数回行うことができ、伝送
されるパワーおよび周波数（さらにまた時としてＦＡＥ特性）を、動作中に空洞内で生じ
る変化に合うように調節する。
【００９４】
　本発明の１つの例示的実施形態では、ＦＡＥが制御され、および／または負荷が回転ま
たは移動され、それにより、例えば以下に説明するように、選択的な照射に関して、およ
び／またはｈｐｌなど放射パラメータの設定に関して最も有用なスペクトル情報が獲得さ
れる。任意選択で、または別法として、負荷および／またはＦＡＥは、定期的に操作され
、および／または獲得されたスペクトル情報の品質もしくは他の特性に基づく。任意選択
で、最大のｈｐｌを選択できるようにする設定が選択される。
【００９５】
　制御装置への例示的な情報伝達は、点線で示されている。実線は、制御装置１７によっ
て及ぼされる制御（例えば、供給機構１４によって伝送すべきパワーおよび周波数、およ
び／またはＦＡＥ１６の特性の指示）を示す。情報／制御は、有線通信および無線通信を
含めた、当技術分野で知られている任意の手段によって伝送することができる。
【００９６】
例示的な解凍
　図２を参照する。図２は、本発明の１つの例示的実施形態に従って、冷凍されている負
荷（例えば食品）を解凍するようにデバイス１０を動作させることができる方法を示す流
れ図２０を示す。
【００９７】
　負荷１２が空洞１１内に置かれた後、スイープ２１が行われる。スイープ２１は、１回
または複数回のスイープを含むことができ、複数回のスイープの平均を取得して、より正
確な結果を得ることができるようにする。追加として、または別法として、スイープ２１
は、異なるＦＡＥ特性または異なる負荷／プレート位置で繰り返すことができ（任意選択
で、スイープが各設定で複数回行われる）、および／または送信／感知のための異なるア
ンテナを使用して繰り返すことができる。
【００９８】
　スイープ結果の分析の精度を改良するために、１つの例示的実施形態では、空洞内で散
逸される伝送エネルギーのパーセントを導出するために、（例えば、異なる周波数で伝送
されるパワーが同一でない場合には）各周波数で実際に伝送されるパワーの量が計算に含
まれる。周波数間のパワー伝送のそのような相違は、例えば、デバイスおよび／または増
幅器などデバイス構成要素の固有の特徴であることがある。
【００９９】
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　１つまたは複数のスイープ結果が得られると、分析２２が行われる。分析２２では、解
凍アルゴリズムを使用して、（任意選択で機械可読タグ、センサ読取値、および／または
ユーザインターフェースなど他の入力方法に関連付けて）スイープ２１で取得されたスペ
クトル情報に基づいて、各周波数で伝送すべき伝送周波数およびエネルギーの量を定義す
る。したがって、任意選択で分析２２によって命令されるように、エネルギーが空洞内に
伝送される（２３）。任意選択で、所望の散逸パワーは、予想されるパワーよりも低く、
これは、最大パワーに散逸比を乗算した値よりも低い。
【０１００】
　本発明の１つの例示的実施形態では、負荷は、毎分１２０回走査される。より高いレー
ト（例えば２００回／分、３００回／分）またはより低い（例えば１００回／分、２０回
／分、２回／分、１０回／解凍時間、３回／解凍時間）レートを使用することもでき、ま
た一様でないサンプリングレートを使用することもできる。時として、走査シーケンス（
例えば１回または複数回の走査）を、０．５秒毎に１回、または５秒毎に１回、または任
意の他のレートで、例えばより高いレート、より低いレート、または中間レートで行うこ
とができる。さらに、走査の間隔は、空洞内に伝送すべきエネルギーの量、および／また
は負荷内に散逸すべきエネルギーの量によって定義することができる。例えば、所与の量
のエネルギーの後に（例えば、１０ｋＪ以下、または１ｋＪ以下、または数百ジュール、
またはさらには１００Ｊ以下が、負荷内、または負荷の所与の部分（例えば、重量で１０
０ｇなど、またはパーセンテージで負荷の５０％など）に伝送または散逸された後に）、
新たな走査が行われる。いくつかの場合には、（例えば以前の走査情報または解凍プリセ
ットを含む）ＲＦ／バーコード可読タグなど他の手段を使用して、または温度センサを使
用して情報が提供される。
【０１０１】
　本発明の１つの例示的実施形態では、スイープ速度は、スイープ間のスペクトル情報の
変化率に依存し、例えば、散逸および／または周波数の変化のしきい値（例えば和の積分
（ｓｕｍ　ｉｎｔｅｇｒａｌ）の１０％の変化）を提供することができ、または例えばテ
ーブルを使用して異なる変化率を異なるスイープ速度に関連付けることができる。別の例
では、決定されるのは、スイープ間の変化率（例えばスイープ間の平均変化が最近２回の
スイープ間の変化未満であるかどうか）である。そのような変化を使用して、加熱中に１
回または複数回、走査の間隔を調節することができる。任意選択で、または別法として、
システムの変化（例えばプレートの移動）が、スイープ速度に影響を及ぼすことがある（
典型的には、大きな変化が速度を増加させ、小さな変化または無変化が速度を減少させる
）。
【０１０２】
　任意選択で、このプロセスは、所定の期間にわたって、またはユーザが終了するまで繰
り返される。別法として、解凍プロセスを自動的に終了させることもできる（２４）。各
スイープの後、各エネルギー伝送の前、および／またはプロセスの任意の他の段階で行う
ことができるステップ２４で、スイープ結果および／またはセンサ読取値を使用して、解
凍を停止することができるかどうか、または停止すべきであるかどうか決定する。例えば
、相変化の完了が検出された場合、または物体の温度が所与の温度を超えていることが測
定された場合（例えば外面温度５℃以上）、解凍を終了することができる。別の例では、
負荷内に散逸される合計のエネルギーが、（例えば負荷の初期温度および組成を考慮して
）所望の最終温度での解凍に必要な所定のエネルギー量に達した場合に、解凍を停止する
ことができる。例えば加熱（温度上昇を伴う、または伴わない）および乾燥を含めた任意
の他の加熱プロセスに関して、流れ図の修正版を使用することができる。そのような場合
、終了点は、測定される温度、負荷内での散逸エネルギーの所望の総量、湿度のレベル、
温度変化率など、他のパラメータによって定義されることもある。
【０１０３】
　任意選択で、解凍に関する（周波数／エネルギー）または（周波数／パワー）の対は、
負荷内で低い散逸比を有する周波数（例えば主に固体または氷の部分）でのエネルギー散
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逸を増加させ（さらには最大にし）、比較的高い散逸比を有する周波数（例えば主に液体
や水など解凍されている部分）でのエネルギー散逸を減少させる（または最小限にする）
ように選択される。例えば、デバイスは、低い散逸比では、（例えば可能な最大の散逸の
一要因として）効率的なパワー散逸を生み出すように設定され、高い散逸比では、散逸す
ることができるよりもはるかに少ないエネルギーを散逸するように設定される。時として
、例えば各周波数を伝送するための時間が固定されているとき、（周波数／エネルギー）
の対は、（周波数／実際のパワー）の対であることがある。本明細書で使用するとき、パ
ワーは、必ずしも時間の直接の関数ではなく、時間の間接的な関数でもよい。例えば、１
分間など所与の期間内では一定のパワーが使用され、しかしパワーの印加の持続期間が変
えられる（例えば１～２秒）場合、正味の結果は、特定の単位時間当たりに印加されるエ
ネルギーの差であり、これがパワーである。したがって、周波数／パワー対は、印加プロ
トコルと共に周波数／エネルギー対を含むことがある。また、１組のｄｒ値に関してプロ
トコルが決定された後、これは、同じ周波数に関して時間と共に変えることができる周波
数／パワー設定を提供することによって実施することができることにも留意すべきである
。さらに、以下に述べるように、周波数／パワー対は、１組の周波数と直接関連付けられ
ることがあり、アプリケーションプロトコルの一部として決定される周波数に対するパワ
ーの実際の割当てを伴う。
【０１０４】
　例示的な解凍アルゴリズムは、選択された作業周波数範囲［ｆ１，ｆ２］内での最大散
逸比に対して所定のしきい値（例えば、以下に説明するように７０％の散逸または７０％
の正規化された散逸）を超える散逸比を有する周波数では、パワー（またはエネルギー）
を伝送せず、その範囲の他の周波数では、非ゼロパワーを伝送する。いくつかの場合には
、パワーは、２値形式で選択される。すなわち、最大または最小である。いくつかの場合
には、１サイクル中に異なる周波数に関して異なる伝送時間を可能にすることによって、
（他の周波数に対して、または絶対で）異なる量のパワーが伝送される。別法として、例
えば中間散逸レベルを有する部分に関して中間パワーレベル（またはエネルギー量）が提
供される。
【０１０５】
　本発明の１つの例示的実施形態では、周波数または周波数セットにパワーが提供される
とき、このパワーレベルは、有意になるように選択される。例えば、そのような有意性は
、走査／伝送サイクル中に提供される総パワーの関数として測定することができる（例え
ば５％、１０％、２０％、またはより小さい値、もしくはより大きい値、もしくは中間の
値）。任意選択で、または別法として、この有意性は、１サイクルでの、負荷の少なくと
も５％の部分の温度に対する効果として測定することができ、例えば少なくとも０．１℃
、０．２℃、０．５℃、またはより小さい温度変化、もしくは中間の温度変化、もしくは
より高い温度変化である。任意選択で、または別法として、有意性は、散逸されたパワー
によって引き起こされる相変化の量に基づいて測定することができ、これは例えば、１サ
イクル中、または３０秒などの期間にわたって、少なくとも１％、３％、５％、１０％、
またはより小さい量、もしくは中間の量、もしくはより高い量だけスペクトル画像（ＲＭ
ＳＥ）を変えるのに十分なものである。
【０１０６】
　本発明の１つの例示的実施形態では、デバイスは、複数のしきい値、ｈｐｌ値、散逸／
パワー比、散逸／エネルギー比、および／または様々な負荷特性に関するパラメータを記
憶するメモリを含む。任意選択で、デバイスおよび／またはユーザは、解凍のための初期
設定または最終設定として、そのような記憶されたオプションの中から選択する。例えば
、（各周波数での増幅器の最大パワーの）８０％の固定ｈｐｌを、ある重量の冷凍されて
いる牛肉に使用することができる。
【０１０７】
例示的な解凍アルゴリズム
　例示的な解凍アルゴリズムは以下のようなものである。選択された作業範囲［ｆ１，ｆ
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２］内で、上限パワーおよび下限パワー（ｈｐｌ、ｌｐｌ）が選択され、任意の印加パワ
ーがこれらの限度の間に保たれる。
【０１０８】
　下限パワーレベル（ｌｐｌ）は、負荷内での散逸が十分に高くて有用となる最小のパワ
ーレベルである。例えば、最小の有用な散逸として１５％が選択される場合、ｌｐｌは、
各周波数に関して、伝送することができる最大パワーの１５％になるように設定される。
別法として、これは、すべての周波数（例えば６０ワット以下）または周波数の任意の組
合せに関して、予め選択された低いパワーに設定することができる。所与の周波数での負
荷内での散逸がｌｐｌ未満である場合、その周波数での伝送パワーはゼロに設定される。
【０１０９】
　上限パワーレベル（ｈｐｌ）は、許容される最大散逸パワーを決定する。これは、出力
される最大パワーが、望ましくない熱的効果を回避するように制約されることを意味する
。さらに、所与の周波数で出力される実際のパワーは、スペクトル情報に従って、特に解
凍されていない領域を選択的に標的とするように選択することができる。任意選択で、パ
ワーレベルは、一般に、散逸とは反比例する。特筆することができるように、一般に、最
大オーブンパワーが減少すると、解凍時間が長くなる。いくつかの場合には、印加される
パワーレベルは２値基準を満たす。すなわち、低い散逸の部分に関してはｈｐｌ、高い散
逸の領域に関しては何らかの他の値（例えばゼロ）である。
【０１１０】
　過剰に高いｈｐｌの使用は、負荷内で、受け入れることができないほど不均一な温度分
布をもたらすことがあり、熱暴走をもたらすことがある。（例えば特定の作業帯域で）伝
送されるパワーに対する負荷の感受性が高ければ高いほど、許容できるｈｐｌのパワーは
低くなる。任意選択で、どの作業帯域が水を氷とより良く区別するかに応じて作業帯域が
選択される。
【０１１１】
　一般に、低いｈｐｌは高い感受性の負荷に関して設定されるが、そのようなｈｐｌはま
た、解凍時間が長くなるという犠牲を払うものの、より低い感受性の負荷に関しても使用
することができる。それにも関わらず、時として、各負荷に関して、負荷内で許容できる
解凍後の温度分布（例えば±１５℃、±１０℃、±５℃、±２℃、またはより均一）を提
供する最大のｈｐｌを設定することが好ましいことがある。許容できる解凍後の温度分布
は、例えば、負荷の組成と、過熱に対する負荷の感受性（例えば損傷が引き起こされるか
どうか；損傷の大きさおよび可逆性；および素材に対する損傷の広がり具合）と、負荷が
意図される目的とのうちの１つまたは複数に応じて決まることがある。時として、解凍の
速度が品質よりも優先されることがあり、その場合、より高いｈｐｌを使用することがで
き、解凍後の品質は次善のものであることに留意されたい。任意選択で、解凍の均一性、
最高温度、および／または速度の間のユーザ選択可能な折り合い点（例えばノブまたはデ
ータ入力部）がデバイスに設けられる。
【０１１２】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、ホットスポットの防止が、解凍の均一性、加熱
、および／またはエネルギー散逸よりも強く優先されることに留意されたい。
【０１１３】
　任意選択で、解凍される区域が、そのそれぞれの周波数での加熱が停止または減少され
る前に過熱されないように、ｈｐｌは十分に低く設定される。
【０１１４】
ｈｐｌ（高いパワーレベル）を決定する例示的な方法
　ｈｐｌは、様々な方法で、例えば試行錯誤法によって決定することができる。本発明の
１つの例示的実施形態では、複数のｈｐｌ設定を試行して、解凍後に負荷内で許容できる
温度分布を提供する最大のｈｐｌを決定する。そのような試行は、解凍中に継続すること
ができ、例えば走査の度、毎秒、または毎分、または中間時間スケールで行われる。本発
明の１つの例示的実施形態では、ｈｐｌは、低い値から始められて、徐々に高められる。
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任意選択で、ｈｐｌは、品目のタイプ毎に設定される。
【０１１５】
　本発明の１つの例示的実施形態では、形状、重量、温度、所望の効果、および／または
素材タイプのうちの１つまたは２つ以上など負荷特性の様々な組合せに関して、予め設定
されたｈｐｌ値が提供される。任意選択で、ユーザは、そのような特性を選択することが
でき、デバイスは、それに従ってｈｐｌを提案および／または使用する。
【０１１６】
　任意選択で、ｈｐｌは、解凍中に定期的に更新される。
【０１１７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、より有用なスペクトル情報が獲得されるように、
ｈｐｌは、負荷および／または空洞を変えるといった補助を行いながら（始めに、または
進行中に）推定される。一般に、獲得されるスペクトル情報がより良い場合、氷と水の間
のより良いカットオフを識別することができ、より高いｈｐｌを氷区域のために使用する
ことができるようになり、同じ品質（例えば一様性）でより速い加熱、および／または同
じ速度でより高い品質の加熱を可能にする。
【０１１８】
　別法として、理論に拘束されることを望まないが、負荷の感受性を、負荷の解凍済みの
部分と冷凍されている部分でのエネルギーの相対散逸に基づいて決定できるようにするこ
とが提案される。冷凍されている部分と解凍済みの部分での散逸が（例えば低い含水量に
より）比較的同様であるとき（例えば４０％～５０％の間の散逸比で、１０～１５％の散
逸の差など）、試料は、高感受性である（例えば氷と水を区別するのに、より繊細な決定
を必要とする）と考えられる。解凍済みの部分と冷凍されている部分での散逸の差が大き
ければ大きいほど、負荷の感受性は低くなる。したがって、ｈｐｌは、負荷のスペクトル
情報を取得して、作業周波数帯域内で最大散逸（ｄｍａｘ）と最小散逸（ｄｍｉｎ）を比
較することによって決定することができる。ｄｍｉｎとｄｍａｘの差が大きければ大きい
ほど、負荷の感受性は低くなり、任意選択で使用すべきｈｐｌは高くなる。
【０１１９】
　中間散逸周波数に対するパワーのより良い選択が提供される場合、ｈｐｌをより高くす
ることが可能になることがあることに留意されたい。
【０１２０】
　また、別法として、理論に拘束されることを望まないが、ｈｐｌを、各周波数で負荷内
で散逸させることができる最大パワー（ｅｐ（ｆ））とｌｄｌとに基づいて決定できるよ
うにすることが提案される。ｈｐｌは、周波数の一部分が使用されるように、例えば、負
荷内に散逸すると考えられ、ｌｐｌ＜ｅｐ（ｆ）＜ｈｐｌが予め設定されたしきい値未満
であるような作業帯域（例えば８００～１０００ＭＨｚにわたる帯域）内のすべての周波
数が使用されるように設定することができる。例えば、このしきい値は、１０％、または
２０％、または３０％、またはその間の任意の値になるように選択することができる。任
意選択で、この方法は、デバイスが典型的には最大パワーで制限されるという理解に基づ
く（および／またはそのような場合に関する）ものであり、実用的には、ｈｐｌが最大パ
ワーに近ければ近いほど、近接する異なる周波数で異なるパワーレベルを提供することが
簡単でなくなる。任意選択で、パーセンテージは、品質と速度との所望の折り合い点に応
じて決まる。
【０１２１】
　したがって、解凍プロトコルは、単一のｈｐｌ値を使用することができる（例えば同様
の感受性を有する負荷に専用の場合；または、想定されるほとんどの負荷に適した低いｈ
ｐｌ）。別法として、プロトコルは、複数の可能なｈｐｌ値の中からの選択を使用するこ
とができる（例えば、所与の負荷および／または許容できる解凍後の温度分布に対応する
ように、複数の予め設定された値の中から選択するか、または任意選択で値を手動または
自動で設定する）。最後に、プロトコルは、デバイスのパワー性能範囲の（例えば自動的
に計算された、または手動で選択された）任意の値を使用することができる。比較的高い
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ｈｐｌの一例は、３００ワット、またはその周波数での増幅器からの最大パワーの８０％
でよい。比較的低いｈｐｌの一例は、１２０ワット、またはその周波数での増幅器からの
最大パワーの３０％でよい。中間の値も取り得る。
【０１２２】
散逸関数ｄｒ（ｆ）の例示的な決定
　ｄｒ（ｆ）は、周波数の関数としての散逸比、すなわち、負荷内で散逸される、各供給
機構（例えば供給機構ｊ）を介した伝送パワーのパーセンテージを表す。この関数は、０
と１の間の取り得る値を有し、任意選択で、測定されるパワーに基づいて、かつ測定され
るスペクトル情報を使用して、式１に示されるように計算される。しかし、本明細書で述
べるように、２値関数または非線形および／または非単調関数を使用することもできる（
例えば工場で、または較正中に決定することができる）。

【０１２３】
ｄｒ（ｆ）の正規化
　冷凍されている部分（例えば氷）の散逸比は、解凍済みの部分（例えば液体／水）の散
逸比よりも比較的低いが、大量の氷は、かなりの散逸を示すことがある。相対質量の影響
を減少させながら、低い散逸比を有する周波数（例えば氷）での散逸を高い散逸比を有す
る周波数（例えば液体の水）での散逸から区別するために、ｄｒ（ｆ）関数は、任意選択
で０と１の間の全範囲に正規化される。この正規化は、理由（例えば低い含水量）に関わ
らず、冷凍されている部分と解凍済みの部分の散逸の差が比較的小さい他の場合にも有用
であることがある。正規化された関数ｄｒ’（ｆ）を使用して、以下に示すように、補償
因子を計算することができる。

【０１２４】
　いくつかの負荷の場合には、任意選択でｄｒ’（ｆ）の使用は回避され、元のｄｒ（ｆ
）が代わりに使用される。任意選択で、デバイスは、どちらかを選んで使用できるように
両方のプロトコルを有するように構成される。プロトコルの選択は、ユーザ入力（例えば
ユーザインターフェースまたは機械可読タグ）またはデバイス内部（例えば重量センサ）
でのセンサ読取値に基づくことがある。別法として、すべての負荷にｄｒ’（ｆ）を使用
することができる。
【０１２５】
　任意選択で、Ｐｍａｘｉｍｕｍ，ｊ，ｗａｔｔを、各周波数で増幅器から利用可能な最
大パワーであるとして、各周波数で負荷内で散逸させることができる最大パワー（ｅｐ（
ｆ）と表す）は以下のように計算される。

【０１２６】
　上記の式を使用して、任意選択で補償関数（ｃｏｅｆｆ（ｆ））が計算される。この関
数は、任意選択で、例えば式４Ａで示されるように、ｄｒ’（ｆ）の関数として、各周波
数で負荷内で散逸すべき相対エネルギー量を決定するために使用される。
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【０１２７】
　本発明の１つの例示的実施形態では、周波数は、それらの散逸比に応じて「氷」、「水
」、および／または「氷／水の混合」に分類することができる。任意選択で、氷および氷
／水の混合にはより高いパワーが提供され、単なる水にはより低いパワーが提供されるか
、またはパワーが提供されない。
【０１２８】
　任意選択で、散逸しきい値が提供され、その散逸しきい値未満では、負荷部分が氷では
ないとみなされたときにパワーが伝送されないほど負荷内への散逸が低い。本発明の１つ
の例示的実施形態では、デバイスは、任意の周波数で非常に低い固有散逸を有するように
、またはいくつかの周波数のみで既知の散逸を有するように設計される（次いでしきい値
が上げられることがある）。
【０１２９】
　大きな氷片は、比較的高い散逸を有することがあることに留意されたい。任意選択で、
低い散逸の周波数がなく（またはほとんどなく、例えばしきい値未満であり）、負荷が冷
凍されていることが分かっている場合、最小散逸周波数は氷であると仮定され、より小さ
い氷結領域の形成を示すより低い散逸の周波数が現れるまで、（通常レベルまたはいくぶ
ん低いレベルでの）パワーがそのような最小散逸周波数で提供される。
【０１３０】
例示的なｄｒ（ｆ）
　式（４）による関数に関する一例を図３に示す。見て分かるように、２つの限度が設定
される。負荷内に散逸する周波数が予め設定されたしきい値（例えば、図３の例ではｄｒ
’（ｆ）＜０．３）未満であるときには、許容される最大パワーが伝送され、これは、ｅ
ｐ（ｆ）／ｄｒ（ｆ）とｈｐｌ（ｆ）／ｄｒ（ｆ）の小さい方である。負荷内に散逸する
周波数が予め設定された値（例えば、図３の例ではｄｒ’（ｆ）＞０．８）よりも大きい
ときには、エネルギーが伝送されない。すべての他の周波数（図３の例では０．３＜ｄｒ
’（ｆ）＞０．８）では、パワー伝送は、選択された関数を使用して計算される。図３の
場合、これは概して線形の関数であったが、ｄｒ’（ｆ）とｃｏｅｆｆ（ｆ）の逆相関を
当てる他の関数、任意選択で非線形の関数（例えば、指数関数、階段関数、部分的に線形
の関数、多項式、および／または一般的なルックアップテーブル。任意選択で補間を伴う
）を使用することもできる。任意選択で、関数は、低散逸領域に対して、単純な逆関数よ
りも大きいパワーを印加する傾向を持つ。任意選択で、関数は、認識される負荷に対する
損傷の危険に基づいて選択される。
【０１３１】
例示的な実際のパワー計算
　ｇｌ（ｆ）は、加熱対象の物体内で散逸すべきパワーであり、以下のように、各周波数
で負荷内で散逸させることができる最大パワー（ｅｐ（ｆ））およびｈｐｌ（ｆ）と、補
償関数（ｃｏｅｆｆ（ｆ））とを考慮に入れる。
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【０１３２】
　ｇｌ（ｆ）を使用すると、各周波数で、負荷内での所望の散逸を引き起こすために増幅
器から伝送すべきパワー（ｎｏｐｗ（ｆ））が、任意選択で以下のように計算される。

【０１３３】
　ｎｏｐｗ（ｆ）は、各周波数で増幅器から抽出可能な最大パワーであるＰｍａｘｉｍｕ

ｍ，ｊ，ｗａｔｔ（ｆ）よりも常に低い。これは、以下の理由による。

【０１３４】
平均散逸を使用したｈｐｌの計算
　図５は、作業帯域内または選択された周波数内で平均散逸比の関数として計算されるｈ
ｐｌを示す。任意選択で、これは、低い平均散逸が高い感受性を意味し、逆に高い平均散
逸が低い感受性をを意味するという仮定に基づいている。他の関数、例えばｈｐｌを平均
散逸にマッチングするテーブルを使用することもできる。
【０１３５】
　このグラフで見られるように、低い平均散逸比は、負荷の高い感受性を示し、したがっ
て低いｈｐｌを示す。任意選択で、ｈｐｌの低い値は、（最小の作業範囲を提供するため
に）ｌｐｌよりもわずかに上になるように選択される。例えば、最小ｈｐｌ値を７０～１
２０ワット（例えば８０ワット）の間にすることができる。ｈｐｌの最大レベルは、可能
な最大の増幅器パワーと同じ高さ、またはそれよりもわずかに低くなるように選択するこ
とができる。図５で見られるように、平均散逸比が予め設定された下限未満であるときに
は、ｈｐｌは、許容される最小ｈｐｌとなるように選択され、平均散逸比が予め設定され
た上限よりも上にあるときには、ｈｐｌは、許容される最大ｈｐｌとなるように選択され
る。平均散逸比に関する下限は、例えば０．１～０．３の間（例えば０．２）でよく、一
方、上限は、例えば０．５～０．９の間（例えば０．６）でよい。
【０１３６】
　平均散逸の中間値は、任意選択で、中間のｈｐｌ値を示す。図５は、中間の平均散逸比
の値に関して概して線形の相関を示すが、平均散逸比とｈｐｌの間で正の相関を与える他
の関数、任意選択で非線形の関数（例えば、指数関数、階段関数、多項式、階段状の線形
関数）を使用することができることを理解すべきである。
【０１３７】
　いくつかの場合には、周波数分布はいくつかの周波数帯域内にあり、それにより、１つ
の帯域を、氷（例えば低い散逸）に合致するものと認識することができ、別の帯域を水（
例えば高い散逸）に合致するものと認識することができる。任意選択で、ｈｐｌの計算の
代わりに、またはそれに加えて、水に関連付けられる帯域に関しては、ｇｌ（ｆ）がゼロ
またはｌｐｌ（または任意の他の予め設定された低い値）に設定され、氷に関連付けられ
る帯域に関しては、任意の予め設定された高い値（例えばｈｐｌまたは利用可能な最大パ
ワーまたは他の設定）に設定される。任意選択で、水／氷としての帯域の分類は、定期的
に獲得されるスペクトル情報に基づいて、任意選択で定期的に更新される。
【０１３８】
　ｈｐｌおよびｇｌ（ｆ）を計算する特定の方法を上述したが、それらの方法は、例えば
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算術的または論理的に組み合わせることができ、例えば複数の方法の平均値を使用する、
または最小値もしくは最大値を使用する、または複合方法を使用することができる。例え
ば、ｇｌ（ｆ）を計算するためにｄｒ（ｆ）（またはｄｒ’（ｆ））のガウス関数を使用
することができる。
【０１３９】
例示的な動作
　次に図４を参照する。図４は、本発明の１つの例示的実施形態に従ってデバイス１０を
動作させることができる方法を示す流れ図４０を示す。
【０１４０】
　スイープ４１は、図２のスイープ２１と本質的に同じである。１つまたは複数の結果が
得られると、決定４２が行われる。決定４２において、決定が成される。すなわち、２つ
以上のエネルギー伝送プロトコルと（任意選択で）動作シーケンス終了の中から選択が行
われる。この決定は、以下の決定選択肢の１つまたは複数を備えることができる。
【０１４１】
　解凍プロトコル－解凍モードが起動されるとき、決定４２は、任意選択で、（例えば上
述したように）水よりも氷中でエネルギーを多く散逸すると予想される周波数／パワー対
または周波数／エネルギー対の選択を含む。本発明の１つの例示的実施形態では、解凍は
、スペクトル画像の変化率（例えば相が変化したときに変化がより速くなる）、温度変化
率（例えば相が変化したときに温度変化がより速くなる）、および／または温度（例えば
センサを用いる）の１つまたは複数を追跡することによって検出される。
【０１４２】
　加熱プロトコルＡ－このモードが起動されるとき、決定４２は、任意選択で、所与の絶
対または相対ｄｒ（またはｄｒ’）値範囲によって特徴付けられる周波数の１グループに
よって、少なくとも１つの他のグループとは異なるエネルギーパターンを散逸すると予想
される周波数／パワー対または周波数／エネルギー対の選択を含む。本発明の１つの例示
的実施形態では、どちらのグループでも非ゼロ量のパワーおよびエネルギーが散逸される
が、周波数の１グループ（例えばより低いｄｒまたはｄｒ’を有するグループよりも比較
的高いｄｒまたはｄｒ’を有するグループ）によって、加熱サイクル当たりに高いパワー
またはより大量のエネルギーが散逸される。
【０１４３】
　加熱プロトコルＢ－１つの例示的実施形態では、決定４２は、（例えば表面電流やアン
テナマッチングなど）他の場所よりも負荷内に多くのエネルギーを散逸することが予想さ
れる周波数／パワー対の選択を含む。そのようなプロトコルに関する非限定的な例は、国
際公開第０７／０９６８７８号パンフレットおよび第０８／００７３６８号パンフレット
に開示されている。
【０１４４】
　保温プロトコル－１つの例示的実施形態では、決定４２は、１サイクル中に負荷のすべ
ての部分において本質的に等しい量のエネルギーを散逸すると予想される周波数／パワー
対または周波数／エネルギー対の選択を含む。任意選択で、この加熱は、物体の温度が、
予め設定された温度から大幅にずれないように制御される（例えば３５℃±２℃または４
５℃±２℃）。例えば、これは、温度センサからのフィードバックを使用して、または任
意の所与の時点で散逸することができるエネルギーを制限することによって行うことがで
きる。水の加熱は、水を沸騰させ、それにより散逸パワーを蒸発に利用することがあり、
一方、他の部分は蒸発を伴わないことがあり、加熱を引き起こすことに留意すべきである
。
【０１４５】
　プロトコル選択－１つの例示的実施形態では、プロトコルは、動作モードを自動的に変
更することができる（例えば、相変化が完了すると解凍を終了する、および／またはその
時点で加熱を開始する、あるいは解凍決定形式を選択する）。これは、センサからの入力
および／または周波数スイープで取得された情報からの入力に依存することがあり、およ
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び／または命令（例えば所与のステップで負荷内で散逸するエネルギーの量）に基づくこ
とがある。決定は、動作を終了すること、または１つのプロトコル（例えば解凍）から別
のプロトコル（例えば加温）に変更することでよい。
【０１４６】
　センサ入力に関する一例は、温度の感知を含む。センサの１つまたは複数によって感知
された温度（または計算された温度、例えば平均）、またはすべてのセンサでの温度が予
め定義された温度に達すると、デバイスは、加熱プロトコルを変更する決定を行うことが
ある。例えば、感知された温度が、解凍が完了したことを示唆する場合、デバイスは、プ
ロトコルを変更して、加熱を停止する、または調理を開始する、または（例えば負荷の一
部が依然として冷凍されている場合には完全な解凍を保証する、および／または再結晶化
を防止するために、あるいは食卓に出す準備ができた温度で負荷を維持するために）感知
された温度を維持することができる。
【０１４７】
　時として、解凍の完了を示唆する所定の温度は、氷点（例えば２～１５℃）よりもわず
かに高い。（例えばＩＲセンサの使用によって）感知された温度が負荷の外面温度である
とき、所定の温度は、時として、内部センサを使用するときよりもわずかに高く（例えば
８～１０℃に）なるように選択することができる。なぜなら、時として、（特にデバイス
が温かい庫内を提供する場合には）解凍の終了時の内部温度が外面温度よりも低いからで
ある。別の代替形態では、デバイス内部の温度が低い場合、内部温度は、外部の温度より
も高いと予想されることがあり、この場合、解凍の終了を示唆するためのセンサ読取値は
より低く（例えば４～８℃に）することができる。時として（例えば複数の内部センサが
使用されるとき）、より小さい温度範囲（例えば４℃～６℃）が好ましいことがある。
【０１４８】
　また、決定４２は、動作前または動作中に提供されることがある何らかの形のユーザ入
力に基づくこともある。入力は、ユーザインターフェース、およびバーコードやＲＦＩＤ
など機械可読タグの使用の１つまたは複数によって提供されることがある。ユーザ入力は
、散逸するエネルギーの量、相変化、温度変化、および／または温度変化率の１つまたは
複数など、一連の決定および／またはそれに対するトリガに関する情報を含むことがある
。
【０１４９】
　決定４２が下されると、選択された周波数／パワー対または周波数／エネルギー対での
エネルギー伝送ステップ４３を伝送することができる。任意選択で、決定は、動作を終了
させることであり、この場合、デバイスは、負荷にエネルギーを伝送せず、（例えば音、
光、または任意の形の通信によって）ユーザに通知を送ることができる。そのような時に
、デバイスは、動作を自動的に終了することがある。これは、（例えば光、音、またはメ
ッセージ表示による、あるいはセル電話やコンピュータなどの遠隔デバイスに電子メッセ
ージを送信することによる）ユーザへの通知を伴うことがある。
【０１５０】
　エネルギー伝送４３は、（予め定義された、またはセンサフィードバックに基づいた）
ある期間にわたって継続し、自動的に終了することがある。任意選択で、または別法とし
て、伝送４３に続いて、再びスイープ４１が行われ、これは、デバイスの動作を、加熱中
に生じた変化（例えば相変化または新規のスペクトル情報）に合うように調節できるよう
にする。任意選択で、または別法として、各段階でのデバイスの動作を使用者が手動で終
了させることができる。
【０１５１】
さらなる例示的な動作
　上述したように、素材は２つ以上（例えば３つ以上）の部分を含むことがあり、それら
の部分は、単位質量（または体積）当たり異なる量のエネルギーによって加熱する、およ
び／または異なる均一性／効率の比で加熱することが望ましいことがあり、および／また
はそれらの部分において異なる散逸比が観察される。任意選択で、または別法として、こ
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れらの部分のほとんどまたはすべてが、冷凍されている素材または加熱中に相変化する素
材ではない可能性がある。例えば、比較的高脂肪の素材部分が、比較的低脂肪の素材部分
および／または比較的高い含水量の素材部分、またはそれらの混合と共に加熱されること
がある。
【０１５２】
　本発明の１つの例示的実施形態では、パワーが物体に印加されるとき、物体の各部分が
それらの散逸比に従って分類され、これは、そのような分類された部分それぞれに対して
使用されるパワー（エネルギー）印加プロトコルを作動させる。各部分は物理的に別々で
も、混ざり合っていてもよいことに留意すべきである。本発明の１つの例示的実施形態で
は、パワーが負荷に印加されるとき、伝送される周波数が、負荷内でのそれらの散逸比に
従って分類され、これは、そのような分類された周波数グループそれぞれに対して使用さ
れるパワー（またはエネルギー）印加プロトコルを作動させる。時として、少なくとも２
つのグループのすべての周波数によってかなりの量のエネルギーが散逸されるように、少
なくとも２つの異なる周波数グループが異なる条件で伝送されることに留意すべきである
。
【０１５３】
　図８は、本発明の１つの例示的実施形態による、負荷内で異なる散逸比を有する周波数
によって、素材を違う条件で加熱する方法の流れ図である。
【０１５４】
　ステップ８０２で、任意選択で、スペクトル情報が獲得される。任意選択で、または別
法として、加熱対象の物体のいくつかの部分の電磁特性を、例えば手入力で、カメラを使
用して、または物体に関連付けられる情報保持タグを使用して入力することができる。別
法として、例えば解凍などいくつかのプロトコルに関して、水と氷の周波数を事前に提供
することができる。
【０１５５】
　ステップ８０４で、任意選択で、それらのプロトコルに関して、所期の加熱のために有
用な様々な「作業」周波数が識別される。任意選択で、または別法として、システムでど
の周波数を使用するかは、例えば増幅器の性能および／または他の考慮事項に基づいて決
定され、そのような考慮事項は、例えば、高いＱ値では動作しない、または非常に低い散
逸比（例えば１０％以下）では動作しないといったことである。
【０１５６】
　ステップ８０６で、任意選択で、例えば観察される最大の散逸が１００％の値を与えら
れ、観察される最小の散逸比が０％の値を与えられるように、散逸比の値が正規化される
。任意選択で、正規化は、例えば上記の解凍の例で説明したように線形である。
【０１５７】
　ステップ８０８では、作業周波数が、それらの散逸比（ｄｒ）、または正規化された散
逸比（ｄｒ’）、および／または加熱率に従ってグループ化される。任意選択で、周波数
は、しきい値に従ってクラスタ化される。任意選択で、そのようなしきい値は、情報入力
に関して上述したように提供される。任意選択で、または別法として、周波数は、それら
の散逸比に従ってクラスタ化される。任意選択で、散逸比の分布を使用して、物体を識別
し、および／またはその組成および／または素材相の示唆を提供する。任意選択で、カメ
ラまたは重量計、および／または湿度／温度センサ、および／または手入力で、もしくは
機械可読タグ（例えばＲＦＩＤ）によって提供された情報など、追加の入力が使用される
。例えば、周波数を関連付けるために識別される２つ、３つ、４つ、５つ、または６つ以
上の異なる散逸比セットが存在することがある。任意選択で、１つのセットでのパワーは
、非ゼロ伝送での第２のセットの少なくとも２倍、３倍、４倍、７倍、１０倍、２０倍、
またはよりも小さい倍数、もしくは中間の倍数である。本発明の１つの例示的実施形態で
は、少なくとも１つのセット、または任意選択ですべてのセットが、作業バンド幅全体の
少なくとも５％、１０％、２０％の帯域幅、またはより小さいパーセンテージ、もしくは
中間のパーセンテージの帯域幅を有する。本発明の１つの例示的実施形態では、少なくと
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も１つのセット、および任意選択ですべてのセットが、散逸比の値の少なくとも５％、１
０％、２０％にわたるスパン、またはより小さいスパン、もしくは中間のスパンの散逸比
に対応し、例えば４５％～５５％の間の散逸比範囲に対応するセットである。
【０１５８】
　いくつかの場合には、異なる部分のタイプまたは位置に関連付けられる散逸比の範囲ど
うしの重なりが存在する。時として、所与の周波数または周波数グループは、高い散逸比
の負荷部分においても、低い散逸比の負荷部分においても散逸し、それによりその周波数
は中間の全体的な散逸比を示す。いくつかの実施形態では、そのような重畳部分内の周波
数は単純に使用されない。任意選択で、または別法として、そのような周波数は、個々の
カテゴリーに割り当てられる。本発明のいくつかの実施形態では、対象は、場合によって
は均質性を減少させながら、特定の部分に送達されるパワーの量（または加熱）を高める
こと、および／または使用される周波数の数を減少させることであることに留意すべきで
ある。これは、異なる部分にパワーまたは熱を異なる条件で印加するという主要な目的の
妨げとはならない。これはまた、異なるセットに適用されるプロトコルに影響を及ぼすこ
ともある。例えば、あるセットに関して提供されるパワーの量についてプロトコルを定義
することができ、このパワーレベルは、例えば周波数変更の容易性や特定の部分での対象
周波数の識別の信頼性に基づいて、より多数またはより少数の周波数に分布させることが
できる。任意選択で、または別法として、１つの部分の１つの周波数セットを、異なるプ
ロトコルを割り当てる目的で複数のセットに分割する（および／または別のセットと組み
合わせる）ことができる。これは、所望の均質性レベルおよび／または加熱速度を提供す
るのに有用であることがある。任意選択で、または別法として、２つのセットを組み合わ
せることができる。任意選択で、セット、およびセットへの周波数の関連付けは、加熱中
に変化することがある。任意選択で、物体の加熱プロトコルは、セットへの周波数の関連
付けを再考察する時点を含む。
【０１５９】
　いくつかの実施形態では、周波数セットのグループの数が予め固定され、例えば２～１
０グループまたは２～４グループの周波数であり、各グループを使用して、異なる加熱プ
ロトコルでエネルギーを負荷に伝送する。
【０１６０】
　ステップ８１０で、異なるパワー印加プロトコルが各セットに関連付けられる。パワー
印加プロトコルは、例えば、以下の項目の１つまたは複数を含むことができる。最大パワ
ー、最小パワー、他のセットと比べたパワーもしくは１セット内の他の周波数と比べたパ
ワー、最大加熱率、最小加熱率、相対加熱率（例えばセット間、またはセット内の周波数
間）、セット当たりのパワー、セット内の各周波数当たりのパワー、所与のセットまたは
１セット内の周波数によって負荷内で散逸すべきパワー、パワー印加の時間プロファイル
、パワー印加の期間、最大でないパワーの実現の方法（例えば、増幅因子、各周波数での
期間、１セット内での反復回数、および／またはそれらの組合せ）、加熱均質性と速度と
の折り合い点、パワー印加の合間の休止の時間プロファイル、および／または周波数間の
パワー印加のサイクル。デバイスは、複数のそのようなプロトコルを記憶しているメモリ
を含むことがある。プロトコルは顕著に異なることがあり、例えば、食品の一部が解凍さ
れることがある一方で、別の部分は調理されるまたは焼かれることに留意すべきである。
【０１６１】
　一例では、より高い散逸比ではパワー（またはエネルギー）伝送がほとんどまたは全く
なく、任意選択で、より低い散逸比では均質な伝送である。任意選択で、中間散逸比に関
しては、例えば解凍の用途に関して上述したように、離散減少関数（任意選択で３０％ま
たは５０％の散逸比での階段関数）が存在する。
【０１６２】
　別の例では、１つの食品部分（例えば過熱の影響をあまり受けない食品）は、最大のパ
ワーを用いて速く加熱され、場合によってはより不均質になり、その一方で、他の散逸特
性を有する別の食品部分は、よりゆっくりと、および／またはより低い温度で、任意選択
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でより均一に加熱される。
【０１６３】
　ステップ８１２で、パワー印加プロトコルが適用される。次いで、プロセスを繰り返す
ことができる。いくつかの実施形態では、あらゆる伝送スイープで、および／または同じ
周波数で、スペクトル情報の獲得および／またはプロファイルの割当てを適用する必要は
ない。加熱セッション間のスイープ速度は一定であることがあり、または、例えば例示的
な解凍プロセスに関連付けて上述したように加熱中に変わることがある。
【０１６４】
　上記の説明では、セットに周波数を関連付けることに言及したが、必ずしも実際にこれ
を行う必要はないことに留意すべきである。異なるパワー印加プロトコルに関するしきい
値の設定が、そのようなセットを本来的に表し、パワー印加プロトコルの決定を周波数毎
に適用することができるようにする。また、いくつかの場合には、個々の周波数ではなく
セットについて、どれほどのパワーが印加されるか、およびどのプロトコルが指令される
か決定が下され、周波数／パワー対に関する決定は、セットへのパワーの割当て後に決定
されることにも留意すべきである。
【０１６５】
　本明細書で述べるように、パワーが周波数に関連付けられるとき、これは、その周波数
でエネルギーが伝送される際のパワーを変えなければならないことは必ずしも意味しない
。パワーは、総計のパワーであり、例えばより長い伝送時間によって影響を及ぼされるこ
とがある。任意選択で、実際の伝送パワーは、システムの増幅器の性能に従って選択され
、例えば、増幅器の高い効率点に従って、または増幅を変えるのにかかる時間に従って選
択される。実際のパワーは、任意の周波数での最大パワーに依存する可能性がある。任意
選択で、または別法として、使用する周波数の選択は、利用可能な増幅に依存して行われ
、任意選択で、低い増幅の周波数は回避される。
【０１６６】
　上で導入した概念のいくつかに戻ると、いくつかの実施形態では、少なくとも１つの処
理装置は、複数の変調空間要素それぞれに関して、散逸エネルギーを示唆する情報を受信
または決定するように構成することができることに留意すべきである。これは、処理装置
、または処理装置に関連付けられるメモリを予めプログラムすることによって、および／
または物体の吸収可能エネルギー特性を決定するためにエネルギー印加区域内の物体を試
験することによって、１つまたは複数のルックアップテーブルを使用して行うことができ
る。そのような試験を行うための１つの例示的な方法は、スイープによるものである。
【０１６７】
　本明細書で使用するとき、用語「スイープ」は、例えば、時間にわたる複数の周波数の
伝送を含むことがある。例えば、スイープは、１つの連続する周波数帯域内の複数の周波
数の順次伝送、複数の不連続な周波数帯域内の複数の周波数の順次伝送、個々の不連続な
周波数の順次伝送、および／または所望の周波数／パワースペクトル内容を有する合成パ
ルスの伝送（すなわち時間的に合成されたパルス）を含むことがある。したがって、図１
１に示されるように、周波数スイーププロセス中、少なくとも１つの処理装置は、少なく
とも１つのアンテナに供給されるエネルギーを調整することができ、エネルギー印加区域
９０に様々な周波数で電磁エネルギーを順次に送達し、物体または負荷１１０によって吸
収可能なエネルギーの指標となるフィードバックを受信する。本発明は、物体のエネルギ
ー吸収を示唆する任意の特定のフィードバック手段には限定されないが、様々な例示的な
指標値を以下に論じる。
【０１６８】
　図１１に示されるように、スイーププロセス中、電磁エネルギー印加サブシステム９６
は、アンテナ１０２（例えば供給機構またはアンテナ１４を含む）に反射および／または
結合された電磁エネルギーを受信するように、および測定されたエネルギー情報をインタ
ーフェース１３０を介してサブシステム９２に通信して戻すように調整することができる
。次いで、１つまたは複数の処理装置を含むことがあるサブシステム９２は、受信された
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情報に基づいて、複数の周波数それぞれについて、物体１１０によって吸収可能なエネル
ギーを示唆する値を決定することができる。本発明で開示する実施形態に合致するように
、単に一例として、吸収可能エネルギーを示唆する値は、複数の周波数それぞれに関連付
けられる散逸比（本明細書では「ＤＲ」と呼ぶ）でよい。本明細書で言及するとき、「散
逸比」（「吸収効率」または「パワー効率」とも呼ぶ）は、物体１１０によって吸収され
る電磁エネルギーと、電磁エネルギー印加区域９０内に供給される電磁エネルギーとの比
と定義することができる。吸収可能エネルギーを示唆する値は、直接、間接、またはさら
には逆相関もしくは概して逆相関で吸収可能エネルギーに対応する任意の尺度または指標
となることがある。例えば、この値は、物体によって反射されるエネルギー、または物体
が位置されるエネルギー印加区域から反射されるエネルギーの尺度または指標となること
がある。あるいは、この値は、物体に、または物体が位置されるエネルギー印加区域にエ
ネルギーが印加されるときに損失されるエネルギーの尺度となることがある。さらに、こ
の値は、吸収可能エネルギーを導出することができる任意の他の指標となることがある。
これらの概念は、後の節でさらに説明する。
【０１６９】
　物体が散逸または吸収することができるエネルギーを、本明細書では「吸収可能エネル
ギー」と呼ぶ。吸収可能エネルギーは、エネルギーを吸収することができる物体の能力、
または所与の物体内でエネルギーを散逸させることができる装置の性能の指標となること
がある。本明細書で開示する実施形態では、吸収可能エネルギーは、少なくとも１つのア
ンテナに供給される最大入射エネルギーと散逸比との積として計算されることがある。反
射エネルギー（すなわち吸収または伝送されないエネルギー）は、例えば、物体または他
の負荷によって吸収されるエネルギーを示唆する値となることがある。別の例として、処
理装置は、入射エネルギーの反射された部分と伝送された部分とに基づいて、吸収可能エ
ネルギーを計算または推定することができる。その推定値または計算値が、吸収されるエ
ネルギーを示唆する値となることがある。
【０１７０】
　周波数スイープ（または後述するようにＭＳＥのスイープ）中、例えば、少なくとも１
つの処理装置は、一連の周波数またはＭＳＥでエネルギーが物体に順次に供給されるよう
に電磁エネルギー源を制御するように構成することができる。次いで、少なくとも１つの
処理装置は、各周波数またはＭＳＥで反射されたエネルギーを示唆する信号、さらにまた
任意選択で、他のアンテナに伝送されたエネルギーを示唆する信号を受信することができ
る。アンテナに供給される既知の量の入射エネルギーと、反射および／または伝送される
既知の量のエネルギーとを使用して（すなわち、それにより、各周波数またはＭＳＥで吸
収された量を示唆して）、吸収可能エネルギーの指標を計算または推定することができる
。あるいは、処理装置は、吸収可能エネルギーを示唆する値として、単に反射の指標に依
拠することがある。
【０１７１】
　また、吸収可能エネルギーは、物体が位置されたエネルギー印加区域の構造によって散
逸されることがあるエネルギーも含むことがある。金属材料または導電材料（例えば空洞
壁または空洞内部の要素）での吸収は、大きな品質係数（「Ｑ値」とも呼ぶ）によって特
徴付けられるので、そのような周波数またはＭＳＥは、導電材料に結合されるものと識別
することができ、時として、そのようなサブバンド内ではエネルギーを伝送しないという
選択が成されることがある。その場合、空洞壁で吸収される電磁エネルギーの量をかなり
小さくすることができ、したがって、物体で吸収される電磁エネルギーの量が、吸収可能
エネルギーの量に実質的に等しくなる。
【０１７２】
　本明細書で開示する実施形態では、散逸比は、以下の式を使用して計算することができ
る。
　　　ＤＲ＝（Ｐｉｎ－Ｐｒｆ－Ｐｃｐ）／Ｐｉｎ

ここで、Ｐｉｎは、アンテナ１０２によって区域９０内に供給される電磁エネルギーを表
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し、Ｐｒｆは、送信機として働くアンテナに反射された／戻された電磁エネルギーを表し
、Ｐｃｐは、受信機として働くアンテナに結合された電磁エネルギーを表す。ＤＲは０～
１の値でよく、本明細書で開示される実施形態では、パーセンテージ値によって表すこと
ができる。
【０１７３】
　例えば、アンテナ１、２、および３を含む３アンテナシステムにおいて、サブシステム
９２は、スイープ中の測定されたパワー情報に基づいて、入力反射係数Ｓ１１、Ｓ２２、
およびＳ３３、ならびに伝送係数Ｓ１２＝Ｓ２１、Ｓ１３＝Ｓ３１、Ｓ２３＝Ｓ３２を決
定するように構成することができる。したがって、これらの係数に基づいて、アンテナ１
に対応する散逸比ＤＲは、以下の式に従って決定することができる。
　　　ＤＲ＝１－（ＩＳ１１Ｉ２＋ＩＳ１２Ｉ２＋ＩＳ１３Ｉ２）
【０１７４】
　特定の物体１１０に関して、散逸比は、供給される電磁エネルギーの周波数またはＭＳ
Ｅの関数として変化することがある。したがって、それぞれの周波数またはＭＳＥに対し
て、各周波数またはＭＳＥに関連付けられる散逸比をプロットすることによって、散逸比
スペクトルを生成することができる。例示的な散逸比（効率）スペクトル２１０および２
５０が、それぞれ図１２および図１３に示される。高い散逸比と低い散逸比の両方に対応
する周波数を図１２に示し、ＭＳＥを図１３に示す。どちらの散逸比も、他よりも広い散
逸比ピークを示す。
【０１７５】
　図１３は、ある範囲の変調空間要素（ＭＳＥ）にわたる散逸比スペクトル２５０を示す
。スペクトル２５０は、特定の範囲のＭＳＥに対して散逸比（ＤＲ）をプロットする。ス
ペクトル２５０は、周囲の領域よりも高い局所ピーク２５４など、特定の領域を含むこと
がある。局所ピーク２５４は、対応するＭＳＥまたはＭＳＥ範囲で、より高いパーセンテ
ージのパワーが散逸されることを示唆することがある。曲線２２５は、複数のＭＳＥにわ
たる所望のエネルギー散逸レベルを表すことがある。散逸比スペクトル２５０に含まれる
情報に基づいて、所望のエネルギー散逸レベル２２５を実質的に実現するように、様々な
ＭＳＥでエネルギーが印加されるパワーおよび／またはエネルギーが印加される期間を決
定することができる。
【０１７６】
　図１２に戻ると、曲線２１０は、ある範囲の周波数にわたる散逸比の値のスペクトルを
表す。この情報を使用して、所望のエネルギー印加プロファイルを実現するように、この
範囲内の複数の周波数それぞれで所望のパワーレベルを提供することができる。曲線２２
０は、周波数帯域にわたって印加されたパワーレベルを表す。パワーレベルは、散逸比曲
線２１０に実質的に反比例することが分かる。図１２に示される例では、４００Ｗが、伝
送に利用可能な最大パワーである。
【０１７７】
　別の例示的実施形態によれば、少なくとも１つの処理装置は、第１の周波数またはＭＳ
Ｅでの、送信アンテナにおける第１の量の入射エネルギーを測定し、第１の量の入射エネ
ルギーの結果として送信アンテナに反射された第２の量のエネルギーを測定し、第１の量
の入射エネルギーの結果として受信アンテナに伝送された第３の量のエネルギーを測定し
、第１の量、第２の量、および第３の量に基づいて散逸比を決定するように、サブシステ
ム９６（図１１）を調整するように構成することができる。例えば、少なくとも１つの処
理装置は、第１の周波数またはＭＳＥでの、送信機として働く第１のアンテナ１０２にお
ける第１の量の入射エネルギーを測定し、第１の量の入射エネルギーの結果として第１の
アンテナ１０２に反射された第２の量のエネルギーを測定し、第１の量の入射エネルギー
の結果として、受信機として働く少なくとも１つの第２のアンテナ１０２に伝送された第
３の量のエネルギーを測定し、第１の量、第２の量、および第３の量に基づいて散逸比を
決定するように構成することができる。
【０１７８】
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　さらに、吸収可能エネルギーを示唆する値は、所与の周波数またはＭＳＥでの、サブシ
ステム９６に関連付けられたパワー増幅器に関連付けられた最大入射エネルギーに関する
ものであることがある。本明細書で言及するとき、「最大入射エネルギー」は、所与の期
間にわたって所与の周波数またはＭＳＥでアンテナに提供することができる最大パワーと
定義することができる。したがって、吸収可能エネルギーを示唆する１つの代替の値は、
最大入射エネルギーと散逸比との積であることがある。これらは、吸収可能エネルギーを
示唆することがある値の２例にすぎず、処理装置を使用して実施される制御方式の一部と
して、単独でまたは一緒に使用することができる。採用される構造および用途に応じて、
吸収可能エネルギーの代替指標を使用することもできる。
【０１７９】
　いくつかの実施形態では、処理装置はまた、複数の周波数またはＭＳＥの少なくとも１
つのサブセット内で少なくとも１つの放射要素にエネルギーが供給されるように構成され
ることもあり、周波数またはＭＳＥのサブセットそれぞれで区域に伝送されるエネルギー
は、各周波数またはＭＳＥでの吸収可能エネルギー値の関数となることがある。例えば、
周波数またはＭＳＥのサブセットそれぞれで少なくとも１つのアンテナ１０２に供給され
るエネルギーは、各周波数またはＭＳＥでの吸収可能エネルギー値の関数として（例えば
、散逸比、最大入射エネルギー、散逸比と最大入射エネルギーの組合せ、または何らかの
他の指標の関数として）決定することができる。本明細書で開示する実施形態のいくつか
において、これは、周波数スイープまたはＭＳＥスイープ中に得られる吸収可能エネルギ
ーフィードバックの結果として行われることがある。すなわち、この吸収可能エネルギー
情報を使用して、少なくとも１つの処理装置は、特定の周波数またはＭＳＥでのエネルギ
ーが何らかの形でその周波数またはＭＳＥでの吸収可能エネルギーの指標の関数となるよ
うに、各周波数またはＭＳＥで供給されるエネルギーを調節することができる。関数的相
関は、用途に応じて変わることがある。吸収可能エネルギーが比較的高いいくつかの用途
では、放出される周波数またはＭＳＥそれぞれでのエネルギーの供給を比較的低くする関
数を少なくとも１つの処理装置に実施させることが望ましいことがある。これは、例えば
物体１１０にわたってより均一なエネルギー分布プロファイルが望まれるときに望ましい
ことがある。
【０１８０】
　他の用途では、比較的高いエネルギー供給をもたらす関数を処理装置に実施させること
が望ましいことがある。これは、より高い吸収可能エネルギーのプロファイルを有する物
体の特定の領域を標的とするために望ましいことがある。さらに他の用途では、物体１１
０の既知のエネルギー吸収プロファイルまたは推測されるエネルギー吸収プロファイルに
合わせて、供給されるエネルギーの量をカスタマイズすることが望ましいことがある。さ
らに他の用途では、少なくとも吸収可能エネルギーの関数として、さらにおそらくは１つ
または複数の他の変数または特性の関数として印加されるエネルギーを変えるために、動
的アルゴリズムまたはルックアップテーブルを適用することができる。これらは、周波数
またはＭＳＥのサブセットそれぞれで区域内に伝送されるエネルギーを、各周波数または
ＭＳＥでの吸収可能エネルギー値の関数とすることができる方法のいくつかの例にすぎな
い。本発明は、任意の特定の方式に限定されず、吸収可能エネルギーの指標を考慮するこ
とによって供給されるエネルギーを制御するための任意の技法を包含することができる。
【０１８１】
　いくつかの実施形態では、周波数またはＭＳＥのサブセットそれぞれで少なくとも１つ
の放射要素に供給されるエネルギーは、エネルギーが供給される周波数またはＭＳＥ以外
の複数の周波数またはＭＳＥでの吸収可能エネルギー値の関数でよい。例えば、本明細書
で開示する実施形態では、対象の周波数またはＭＳＥ付近のある範囲の「隣接」周波数ま
たはＭＳＥでの散逸比を、適用すべきエネルギーの量を決定するために使用することがで
きる。本明細書で開示する実施形態では、非常に低い散逸比に関連付けられる（例えば金
属材料に関連付けられることがある）いくつかの周波数またはＭＳＥを除いた作業帯域全
体を、決定のために使用することができる。
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【０１８２】
　いくつかの実施形態では、処理装置は、複数の周波数の少なくとも１つのサブセット内
で少なくとも１つの放射要素にエネルギーが供給されるように構成されることがあり、周
波数またはＭＳＥのサブセットそれぞれで区域に伝送されるエネルギーは、各周波数また
はＭＳＥでの吸収可能エネルギー値に逆相関することがある。そのような反比例関係は、
一般的な傾向を伴うことがある。すなわち、特定の周波数またはＭＳＥサブセット（すな
わち１つまたは複数の周波数またはＭＳＥ）での吸収可能エネルギーの指標が比較的高い
傾向があるとき、その周波数またはＭＳＥサブセットでの実際の入射エネルギーは比較的
低いことがある。さらに、特定の周波数またはＭＳＥサブセットでの吸収可能エネルギー
の指標が比較的低い傾向があるとき、入射エネルギーは比較的高いことがある。反比例関
係は、さらに密接に相関されることもある。例えば、本明細書で開示する実施形態では、
伝送エネルギーは、伝送エネルギーと吸収可能エネルギー（すなわち物体１１０による吸
収可能エネルギー）の値との積が、印加される周波数またはＭＳＥにわたって実質的に一
定になるように設定することができる。いずれにせよ、伝送エネルギーのプロットは、一
般に、吸収を示唆する値（例えば、散逸比、または散逸比と各伝送周波数またはＭＳＥで
利用可能な最大入射パワーとの積）の逆像として現れることがある。例えば、図１２は、
本明細書で開示する実施形態に従って構成および動作されるデバイスの動作中に取られた
散逸比スペクトル２１０（破線）と対応する入射パワースペクトル２２０（実線）のプロ
ットの一例を提供する。図１２に示されるプロットは、１００グラムの牛ひき肉が置かれ
た、約４００ワットの最大入射パワーを有するオーブンで得られたものである。８００Ｍ
Ｈｚ～１ＧＨｚの周波数範囲をスイープし、スイープに基づいて、エネルギーのほぼ均一
な散逸が牛肉の塊に及ぼされるようにエネルギーを供給した。
【０１８３】
　いくつかの実施形態では、少なくとも１つの処理装置は、ある範囲の周波数またはＭＳ
Ｅにわたって、供給されるエネルギーが吸収可能エネルギー値に対してプロットされると
きに２つのプロットが互いに鏡映となる傾向があるように、供給されるエネルギーを調節
するように構成することができる。本明細書で開示する実施形態では、２つのプロットが
互いに鏡映でよい。本明細書で開示する実施形態では、プロットは互いに正確には鏡映で
なく、ほぼ逆向きの傾斜方向を有することがあり、すなわち、１つのプロットでの特定の
周波数またはＭＳＥに対応する値が比較的高いとき、他方のプロットでの特定の周波数に
対応する値は比較的低いことがある。例えば、図１２に示されるように、伝送エネルギー
のプロット（例えば入射パワースペクトル２２０）と、吸収可能エネルギー値のプロット
（例えば散逸比スペクトル２１０）との関係は、曲線の少なくとも一区域にわたって伝送
エネルギー曲線が増加しているときに、吸収可能エネルギー曲線が同じ区域にわたって減
少しているように比較することができる。さらに、曲線の少なくとも一区域にわたって吸
収可能エネルギー曲線が増加しているとき、伝送エネルギー曲線は、同じ区域にわたって
減少している。例えば、図１２で、入射パワースペクトル２２０は、９００Ｈｚ～９２０
Ｈｚの周波数範囲にわたって増加し、一方、散逸比スペクトル２１０は、その周波数範囲
にわたって減少する。時として、伝送エネルギーの曲線は、それよりも高くは増加されな
い最大値に達することがあり、その場合、その区域内の吸収可能エネルギー曲線とは無関
係に、伝送曲線で平坦部分（またはほぼ平坦の部分）が観察されることがある。例えば、
図１２で、入射パワーが４００Ｗの最大値に達するとき、入射パワーは、散逸比の変動と
は関係なく実質的に一定である。
【０１８４】
　いくつかの例示的な方式は、物体１１０内でのエネルギー吸収をより空間的に均一にす
ることができる。本明細書で使用するとき、「空間的に均一」とは、エネルギー印加の標
的とされる物体または物体の一部分（例えば選択された部分）にわたるエネルギー吸収（
すなわち散逸エネルギー）が実質的に一定である状態を表す。エネルギー吸収は、物体の
異なる位置での散逸エネルギーのばらつきがしきい値よりも低い場合に「実質的に一定」
とみなされる。例えば、散逸エネルギーの分布に基づいて偏差が計算されることがあり、
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吸収可能エネルギーは、偏差が５０％未満である場合に「実質的に一定」とみなされる。
多くの場合に、空間的に均一なエネルギー吸収は、空間的に均一な温度上昇をもたらすこ
とがあるので、本明細書で開示する実施形態に合致するように、「空間均一性」は、エネ
ルギー印加の標的とされる物体または物体の一部分にわたる温度上昇が実質的に一定であ
る状態も表すことがある。温度上昇は、区域９０内の温度センサなど、感知デバイスによ
って測定することができる。
【０１８５】
　物体または物体の一部分でほぼ一定のエネルギー吸収を実現または近似するために、制
御装置１０１は、各周波数またはＭＳＥで供給されるパワーの量を吸収可能エネルギー値
の関数として変える一方で、各周波数またはＭＳＥでエネルギーがアンテナ１０２に供給
される時間量を実質的に一定に保つように構成することができる。
【０１８６】
　特定の周波数またはＭＳＥに関して吸収可能エネルギー値が所定のしきい値未満である
いくつかの状況では、各周波数またはＭＳＥでの吸収の均一性を実現することができない
ことがある。そのような場合には、本明細書で開示する実施形態に合致するように、制御
装置１０１は、その特定の周波数またはＭＳＥに関して、デバイスの最大パワーレベルに
実質的に等しいパワーレベルでアンテナにエネルギーが供給されるように構成することが
できる。別法として、いくつかの他の実施形態に合致するように、制御装置１０１は、こ
れら特定の周波数またはＭＳＥすべてで増幅器がエネルギーを供給しないように構成する
ことができる。時として、増幅器が、均一な伝送エネルギーレベルに対して少なくともし
きい値パーセンテージ（例えば５０％以上、さらには８０％以上）のエネルギーを物体に
供給することができる場合にのみ、増幅器の最大パワーレベルに実質的に等しいパワーレ
ベルでエネルギーを供給するという決定を下すことができる。時として、例えば装置が過
剰なパワーを吸収するのを防ぐために、反射エネルギーが所定のしきい値未満である場合
にのみ、増幅器の最大パワーレベルに実質的に等しいパワーレベルでエネルギーを供給す
るという決定を下すことができる。例えば、反射エネルギーが投入されるダミー負荷の温
度に基づいて、またはダミー負荷と環境との温度差に基づいて決定が下されることがある
。したがって、少なくとも１つの処理装置は、ダミー負荷によって反射エネルギーまたは
吸収エネルギーを制御するように構成することができる。同様に、吸収可能エネルギー値
が所定のしきい値を超える場合、制御装置１０１は、アンテナの最大パワーレベル未満の
パワーレベルでアンテナがエネルギーを供給するように構成することができる。
【０１８７】
　代替方式では、均一な吸収は、実質的に一定のレベルで印加されるパワーを保ちながら
、エネルギー送達の期間を変えることによって実現することができる。すなわち、より低
い吸収可能エネルギー値を示す周波数またはＭＳＥに関しては、より高い吸収値を示す周
波数またはＭＳＥよりもエネルギー印加の期間を長くすることができる。このようにする
と、複数の周波数またはＭＳＥで供給されるパワーの量を実質的に一定にすることができ
、その一方で、特定の周波数またはＭＳＥでの吸収可能エネルギー値に応じて、エネルギ
ーが供給される時間量が異なる。
【０１８８】
　いくつかの実施形態では、少なくとも１つのアンテナが複数のアンテナを含むことがあ
り、少なくとも１つの処理装置は、異なる位相を有する波を使用して複数のアンテナにエ
ネルギーが供給されるように構成することができる。例えば、アンテナ１０２は、アレイ
を形成する複数のアンテナを含むフェーズドアレイアンテナでよい。エネルギーは、異な
る位相での電磁波によって各アンテナに供給することができる。位相は、フェーズドアレ
イの幾何学的構造に合致するように調整することができる。本明細書で開示する実施形態
では、少なくとも１つの処理装置は、各アンテナの位相を動的に、かつ別個に制御するよ
うに構成されることがある。フェーズドアレイアンテナが使用されるとき、アンテナに供
給されるエネルギーは、アレイ内の各アンテナに供給されるエネルギーの和であることが
ある。
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【０１８９】
　吸収可能エネルギーは、用途に応じて、物体温度を含めた多数の因子に基づいて変化す
ることがあるので、吸収可能エネルギー値を定期的に更新し、その後、更新された吸収値
に基づいてエネルギー印加を調節することが有益であることがある。これらの更新は、用
途に応じて、毎秒複数回行うことができ、あるいは数秒毎、またはより長い間隔で行うこ
ともできる。一般的な原則として、更新の頻度をより多くすれば、エネルギー吸収の均一
性を高めることができる。
【０１９０】
　本明細書で開示する実施形態によれば、制御装置は、エネルギーが供給される周波数ま
たはＭＳＥの関数として、アンテナから供給されるエネルギーを調節するように構成する
ことができる。例えば、スイープが採用されるか、それとも何らかの他の能動的なエネル
ギー吸収指標が採用されるかに関係なく、特定の周波数またはＭＳＥが、エネルギー印加
に関して対象とされる、または回避されることがある。すなわち、吸収レベルが所定のし
きい値未満に下がった場合などに、制御装置１０１が一括して回避する周波数またはＭＳ
Ｅが存在することがある。例えば、金属は、電磁エネルギーの優れた吸収体ではない傾向
があり、したがって、金属に関連付けられる特定の周波数またはＭＳＥは、低い吸収指標
値を示す。そのような場合、金属は既知のプロファイルに適合することがあり、関連の周
波数またはＭＳＥを回避することができる。あるいは、吸収指標値は動的に決定されるこ
とがあり、それが所定のしきい値未満であるとき、制御装置１０１は、その後そのような
周波数での電磁エネルギーをアンテナ１０２が供給するのを妨げることができる。別法と
して、物体のいくつかの部分のみにエネルギーを印加することが望ましい場合、関連の周
波数しきい値が既知であるときまたは動的に決定されるときには、それらの部分にエネル
ギーを指向することができる。本発明の別の態様によれば、少なくとも１つの処理装置は
、複数の周波数またはＭＳＥそれぞれでの所望のエネルギー吸収レベルを決定するように
、かつ各周波数またはＭＳＥでアンテナから供給されるエネルギーを調節するように構成
することができ、各周波数またはＭＳＥで所望のエネルギー吸収レベルに狙いを定める。
例えば前述したように、制御装置１０１は、ある範囲の周波数またはＭＳＥにわたって実
質的に均一なエネルギー吸収を実現または近似するという試みにおいて、各周波数または
ＭＳＥで所望のエネルギー吸収レベルに狙いを定めるように構成することができる。別法
として、制御装置１０１は、物体１１０にわたるエネルギー吸収プロファイルに狙いを定
めるように構成することができ、このエネルギー吸収プロファイルは、均一なエネルギー
吸収を避けるように、または物体１１０の一部のみで実質的に均一な吸収を実現するよう
に計算される。
【０１９１】
変調空間（ＭＳ）および変調空間要素（ＭＳＥ）
　上述したように、本明細書で開示する実施形態は、負荷内で所望のエネルギー印加パタ
ーン（例えば加熱パターン）を実現するように構成することができ、負荷は、複数の物体
を含む負荷や、複数の散逸比、１つまたは複数の異なる素材相、および／または異なる素
材組成を含む負荷でもよい。例えば、ある範囲の周波数にわたって負荷を走査することに
よって、各周波数に関して散逸比を決定することができる。制御装置１０１は、散逸比情
報を使用して、各周波数で所望のエネルギー吸収レベルに狙いを定めるように構成するこ
とができる。１つの例示的実施形態では、高い散逸比を示す周波数ではより低いパワーレ
ベルが供給され、低い散逸比を示す周波数ではより高いパワーレベルを供給することがで
きるように、各周波数で供給されるパワーのレベルを制御することができる。その結果、
上述したように、そのような実施形態は、ある範囲の周波数にわたって実質的に均一なエ
ネルギー吸収を実現または近似することができ、負荷を均一に加熱することができる。
【０１９２】
　しかし、本明細書で開示する実施形態は、周波数スイープ、およびスイープ中にいくつ
かの周波数で様々なレベルのパワーを適用するという概念に限定されない。本明細書で開
示する実施形態に合致するエネルギー送達は、負荷または負荷の一部分へのエネルギー送
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達に影響を及ぼすことができる可能性がある任意のパラメータを制御することによって、
より広範に達成することができる。周波数は、負荷または負荷の一部分によるエネルギー
吸収に影響を及ぼすために使用することができるパラメータの一例にすぎない。
【０１９３】
　エネルギー印加区域内の電磁波は、何らかの電磁界パターンを示すことがある。「電磁
界パターン」とは、例えばエネルギー印加区域内の電界強度分布の振幅によって特徴付け
られる電磁界構成を表すことがある。一般に、電磁界強度は、時間変動し、かつ空間依存
することがある。すなわち、異なる空間位置で電磁界強度が異なることがあるだけでなく
、所与の空間位置に関して、電磁界強度は、時間と共に変化することがあり、またはしば
しば正弦波の形で振動することがある。したがって、異なる空間位置で、電磁界強度は、
それらの最大強度（すなわちそれらの最大振幅値）に同時には達しないことがある。所与
の位置での電磁界強度振幅は、電磁パワー密度やエネルギー移動能力など電磁界に関する
情報を表すことができるので、本明細書で言及する電磁界パターンは、１つまたは複数の
空間位置での電磁界強度の振幅を表すプロファイルを含むことがある。そのような電磁界
強度振幅プロファイルは、区域内における所与の時点での瞬時電磁界強度分布のスナップ
ショットと同じになることも、または異なることもある。本明細書で使用するとき、用語
「振幅」は、「大きさ」と交換可能である。
【０１９４】
　電磁界パターンは、エネルギー印加区域に電磁エネルギーを印加することによって励起
することができる。本明細書で使用するとき、用語「励起」は「発生」、「生成」、およ
び「印加」と交換可能である。一般に、エネルギー印加区域内の電磁界パターンは一様で
ない（すなわち不均一である）ことがある。すなわち、電磁界パターンは、比較的高い電
磁界強度振幅を有する領域と、比較的低い電磁界強度振幅を有する他の領域とを含むこと
がある。エネルギー移動の速度は、電磁界強度の振幅に依存することがある。例えば、エ
ネルギー移動は、より低い電磁界強度振幅を有する領域よりも、より高い電磁界強度振幅
を有する領域で速く行われることがある。本明細書で使用するとき、用語「エネルギー移
動」は、「エネルギー送達」と交換可能である。
【０１９５】
　図１の装置は、エネルギー印加区域内で、高い振幅の電磁界（最大および最小）および
低い振幅の電磁界の分布および強度を制御するように構成することができ、したがって、
印加区域内の任意の２つ（以上）の所与の領域に異なる目標量のエネルギーを送達する。
エネルギー印加は、モード空洞でよい。本明細書で使用するとき、「モード空洞」とは、
「モード条件」を満足する空洞を表す。モード条件とは、エネルギー印加区域によってサ
ポートされる最大共振波長と、エネルギー源によって供給される送達電磁エネルギーの波
長との関係を表す。エネルギー源によって供給される送達電磁エネルギーの波長が、エネ
ルギー印加区域によってサポートされる最大共振波長の約４分の１よりも大きいとき、モ
ード条件が満たされる。エネルギー印加区域内の電磁界の分布および強度の制御は、「Ｍ
ＳＥ」（後述する）の選択によって行うことができる。ＭＳＥ選択の各選択肢は、エネル
ギー印加区域の領域内でのエネルギーの分布の仕方に影響を及ぼすことがある。モード条
件が満たされないとき、ＭＳＥの制御によって所望のエネルギー印加分布を実現すること
はより難しいことがある。
【０１９６】
　用語「変調空間」または「ＭＳ」は、エネルギー印加区域内での電磁界パターンに影響
を及ぼすことがあるすべてのパラメータ、およびそれらのすべての組合せを総称して表す
ために使用する。いくつかの実施形態では、「ＭＳ」は、使用することができるすべての
可能な構成要素、およびそれらの可能な（絶対的な、または他のものに対して相対的な）
設定、および構成要素に関連付けられる調節可能なパラメータを含むことがある。例えば
、「ＭＳ」は、複数の可変パラメータ、アンテナの数、それらの位置決めおよび／または
向き（変更可能な場合）、使用可能な帯域幅、すべての有用な周波数のセット、およびそ
れらの任意の組合せ、パワー設定（例えば、２つ以上の照射供給機構に同時に送達される
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相対パワー）、時間設定、位相などを含むことがある。
【０１９７】
　変調空間のエネルギー印加区域に関連する側面の例には、エネルギー印加区域の寸法お
よび形状、ならびにエネルギー印加区域が構成される素材が含まれることがある。変調空
間のエネルギー源に関連する側面の例には、エネルギー送達の振幅、周波数、および位相
が含まれることがある。変調空間の放射要素に関連する側面の例には、アンテナ状構造の
タイプ、数、サイズ、形状、構成、向き、および配置が含まれることがある。
【０１９８】
　ＭＳに関連付けられる各可変パラメータをＭＳ次元と呼ぶ。例として、図１５は、３次
元の変調空間１５００を示し、３次元は、周波数（Ｆ）、位相（φ）、および振幅（Ａ）
（例えば、所与のＭＳＥによって電磁界を励起する２つ以上の供給機構間の振幅）と表さ
れる。すなわち、ＭＳ１５００において、電磁波の周波数、位相、および振幅がエネルギ
ー送達中に変調され、一方、他のパラメータはすべて予め決定して、エネルギー送達中に
一定にすることができる。ＭＳは１次元でもよく、その場合、ただ１つのパラメータがエ
ネルギー送達中に変えられる。ＭＳはより高次でもよく、それにより複数のパラメータが
変えられる。
【０１９９】
　用語「変調空間要素」または「ＭＳＥ」は、ＭＳでの可変パラメータの値の特定のセッ
トを表すことがある。したがって、ＭＳは、すべての可能なＭＳＥの集合とみなすことも
できる。例えば、２つのＭＳＥは、複数の放射要素に供給されるエネルギーの相対振幅が
互いに異なることがある。例えば、図１５は、３次元ＭＳ１５００でのＭＳＥ１５０１を
示す。ＭＳＥ１５０１は、固有周波数Ｆ（ｉ）、固有位相φ（ｉ）、および固有振幅Ａ（
ｉ）を有することがある。これらのＭＳＥ変数のうちの１つでも変わる場合、新規のセッ
トが別のＭＳＥを定義する。例えば、（３ＧＨｚ，３０°，１２Ｖ）と（３ＧＨｚ，６０
°，１２Ｖ）は、位相成分のみが変化しているが、２つの異なるＭＳＥである。いくつか
の実施形態では、順次にスイープされるＭＳＥは、必ずしも互いに関係付けられないこと
がある。それらのＭＳＥ変数は、ＭＳＥ毎に大きく異なることがある（または論理的に関
係付けられることがある）。いくつかの実施形態では、ＭＳＥ変数はＭＳＥ毎に大きく異
なり、場合によってはそれらの間に論理的な関係はないが、総体として、１グループの作
業ＭＳＥが所望のエネルギー印加目標を実現することができる。
【０２００】
　これらのＭＳパラメータの異なる組合せは、エネルギー印加区域にわたる異なる電磁界
パターン、さらには物体内での異なるエネルギー分布パターンをもたらすことがある。エ
ネルギー印加区域内で特定の電磁界パターンを励起するために順次にまたは同時に実行す
ることができる複数のＭＳＥを、総称して「エネルギー送達方式」と呼ぶことがある。例
えば、エネルギー送達方式は、３つのＭＳＥ（Ｆ（１），φ（１），Ａ（１））、（Ｆ（

２），φ（２），Ａ（２））、（Ｆ（３），φ（３），Ａ（３））からなることがある。
エネルギー送達方式は、各ＭＳＥが印加される時間や各ＭＳＥに送達されるパワーなど、
ＭＳＥではない追加のパラメータを含むこともある。実質的に無限数のＭＳＥが存在する
ので、実質的に無限数の異なるエネルギー送達方式が存在し、したがって、任意の所与の
エネルギー印加区域内で実質的に無限数の異なる電磁界パターンが生じる（しかし、異な
るＭＳＥが、時として、非常に類似した、さらには同一の電磁界パターンをもたらすこと
もある）。当然、異なるエネルギー送達方式の数は、１つには、利用可能なＭＳＥの数の
関数であることがある。本発明は、その最も広範な意味合いにおいて、ＭＳＥまたはＭＳ
Ｅ組合せの任意の特定の数に限定されない。採用することができるオプションの数は、意
図される用途、望まれる制御のレベル、ハードウェアまたはソフトウェア分解能およびコ
ストなどの因子に応じて、２つだけでもよく、または設計者が望む数でよい。
【０２０１】
　変調空間は、線形空間または非線形空間を含むことがある。変調空間が線形であるとき
、２つのＭＳＥ（ＭＳＥ１およびＭＳＥ２）を適用することによってもたらされる合成の
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電磁界パターンは、ＭＳＥ１とＭＳＥ２の組合せであるＭＳＥを適用することによっても
たらされる電磁界パターンと同じである。一例として、図１５に示されるような線形変調
空間１５００内でのＭＳＥ１＝（Ｆ（１），φ（１），Ａ（１））およびＭＳＥ２＝（Ｆ

（２），φ（２），Ａ（２））に関して、Ｉ（ＭＳＥ１）＋Ｉ（ＭＳＥ２）＝Ｉ（ＭＳＥ

１＋ＭＳＥ２）である。本明細書で開示する実施形態に合致するように、変調空間は、い
くつかのＭＳＥがエネルギー印加区域内でいくつかのモードを励起するときに線形である
ことがある。他の場合には、変調空間は非線形でよく、例えばＩ（ＭＳＥ１）＋Ｉ（ＭＳ
Ｅ２）≠Ｉ（ＭＳＥ１＋ＭＳＥ２）である。
【０２０２】
　上述したように、本発明の装置または方法は、命令を実行するためまたは論理演算を行
うために処理装置を使用することを含むことがある。処理装置によって実行される命令は
、例えば、処理装置に予めロードされていることがあり、あるいは、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ハ
ードディスク、光ディスク、磁気媒体、フラッシュメモリ、他の永久、固定、もしくは揮
発性メモリ、または処理装置に命令を提供することができる任意の他の機構など、別個の
メモリユニットに記憶することができる。処理装置は、特定の用途に合わせてカスタマイ
ズすることができ、または、別のソフトウェアを実行することによって異なる機能を行う
ことができるように汎用のものとなるように構成することもできる。
【０２０３】
　複数の処理装置が採用される場合、すべてを同様の構成にすることができ、または、互
いに電気的に接続もしくは切断された異なる構成にすることもできる。それらは、別個の
回路でも、単一の回路に集積されていてもよい。複数の処理装置が使用されるとき、それ
らは、個別にまたは協働して動作するように構成することができる。処理装置は、電気的
に、磁気的に、光学的に、音響的に、機械的に、無線で、またはそれらの間で少なくとも
１つの信号を通信できるようにする任意の他の形で結合させることができる。
【０２０４】
　１つまたは複数の処理装置は、エネルギー源を調整する目的のみで提供されることもあ
る。別法として、他の機能の提供に加えて、エネルギー源を調整する機能を１つまたは複
数の処理装置に設けることができる。例えば、エネルギー源を調整するために使用される
同じ処理装置を、エネルギー源以外の構成要素に対する追加の制御機能を提供する制御回
路内に集積することもできる。
【０２０５】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、少なくとも１つの処理装置は、エネルギー印加
区域内の第１の所定の領域に第１の所定量のエネルギーを送達し、かつ第２の所定の領域
に第２の所定量のエネルギーを送達するためにエネルギー源を調整するように構成するこ
とができ、ここで、第１の所定量のエネルギーは第２の所定量のエネルギーとは異なる。
例えば、高い振幅の電磁界強度（ホットスポット）を有する既知の領域を有する電磁界パ
ターンを選択することができる。したがって、ホットスポットをエネルギー印加区域内の
領域と位置合わせすることによって、第１の所定の領域に第１の所定量のエネルギーを送
達するように所定の電磁界パターンを選択することができる。異なるホットスポットを有
する別の電磁界パターンが選択されるとき、その第２の電磁界パターンが、第２の所定の
領域への第２の所定量のエネルギーの送達を行うことがある。また、後述するように、異
なる所定の領域に異なる所定量のエネルギーを送達するために、異なるＭＳＥおよび／ま
たはＭＳＥ組合せを選択することができる。いずれにせよ、印加されるエネルギーの量の
制御は、処理装置による特定の電磁界パターンまたはＭＳＥの選択、および／または例え
ばパワーレベル（例えば所与のＭＳＥに関して提供される総パワー）の制御、特定の条件
中にパワーが印加される期間、または上記のことの組合せによって実現することができる
。処理装置は、所望のエネルギー印加プロファイルを実現するためにそのような選択を行
うことができる。
【０２０６】
　用語「領域」は、エネルギー印加区域の任意の部分を含むことがあり、例えばエネルギ
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ー印加区域のセル、部分体積、細区分、離散部分空間、または任意のサブセットであり、
サブセットが離散化される方法には関係ない。１つの特定の例では、エネルギー印加区域
は２つの領域を含むことがある。別の例では、エネルギー印加区域は３つ以上の領域を含
むことがある。領域は、互いに重なり合うことも重なり合わないこともあり、各領域のサ
イズは同じであることも同じでないこともある。
【０２０７】
　また、少なくとも１つの処理装置は、第１の領域および第２の領域の位置を予め決定す
るように構成することもできる。これは、例えば、区域内の物体の位置に関する情報を提
供するエネルギー印加区域からの反射フィードバックによって行うことができる。他の実
施形態では、これは、撮像によって実現されることがある。いくつかの実施形態では、領
域は、物体の異なる部分に対応することがあり、異なる目標量の電磁エネルギーが、物体
のこれらの異なる部分に送達されることがある。各領域内で実際に散逸されるエネルギー
の量は、その領域での電磁界強度、およびその特定の領域での物体の対応する部分の吸収
特性に依存することがある。さらに他の実施形態では、所定の位置は、エネルギー印加区
域内の物体に関係なく、電磁界パターンの既知の幾何形状に応じたものであることがある
。いくつかの実施形態では、第１の領域および第２の領域の位置は、ユーザまたは少なく
とも１つの処理装置以外のデバイスが予め決定することもできる。
【０２０８】
　２つの領域は、エネルギー印加区域内で互いに隣接して位置されることがある。例えば
、エネルギー印加区域は、物体または物体の一部によって占有される領域と、物体の領域
とは異なる領域を画定する別の領域とを含むことがある。この場合、これら２つの領域は
、互いに隣接し、境界によって分けられることがある。例えば、第１の領域は、加熱する
スープのカップ内部でよく、第２の領域は、スープのカップの外部でよい。別の例では、
エネルギー印加区域は、物体内部の異なるエネルギー吸収特性を有する２つの領域を含む
ことがある。例えば、第１の領域は、大抵は、スープの上層の水分を含むことがあり、第
２の領域は、大抵は、スープの下層に沈むジャガイモおよび／または肉を含むことがある
。別の例では、第１の領域は、特定の相（例えば液体の水）の素材を含むことがあり、第
２の領域は、同じ素材であるが異なる相（例えば固体の氷）を含むことがある。それらの
異なるエネルギー吸収特性により、これら２つの領域で異なる電界強度を有する電磁界パ
ターンを励起することが有益であることがある。２つの領域の局所電磁界強度およびエネ
ルギー吸収特性の差に基づいて、各領域内での散逸エネルギーを予め決定することができ
る。したがって、エネルギーを送達するために適切なエネルギー送達方式を構成するため
のＭＳＥを選択および制御することによって、散逸エネルギーは、望みに応じて、物体内
の異なる領域にわたって実質的に等しくすることも異ならせることもできる。
【０２０９】
　ＭＳＥ選択は、エネルギー印加区域の領域内でのエネルギーの分布の仕方に影響を及ぼ
すことがある。エネルギー印加区域内の異なる所定の領域に異なる目標量の電磁エネルギ
ーを送達するために、処理装置は、エネルギー印加区域内の特定の所定の領域にエネルギ
ーを指向する電磁界パターンを実現するように、１つまたは複数のＭＳＥを制御すること
ができる。定常波をもたらすＭＳＥの選択が、追加の制御尺度となることがある。なぜな
ら、定常波は、前述したように、予測可能であり明確に定義される「高強度領域」（ホッ
トスポット）と「低強度領域」（コールドスポット）とを示す傾向があるからであり、こ
こで、高強度領域は、低強度領域と容易に区別可能なエネルギー濃度を示すことがある。
用語「コールドスポット」は、印加されるエネルギーが全くないことを必ずしも必要とし
ないことを理解すべきである。そうではなく、コールドスポットは、ホットスポットに比
べて低い強度の領域を表すこともある。すなわち、高強度領域では、電磁界強度の振幅が
、低強度領域での電磁界強度の振幅よりも高い。したがって、高強度領域でのパワー密度
は、低強度領域でのパワー密度よりも高い。ある空間位置のパワー密度および電磁界強度
は、その位置に置かれた物体に電磁エネルギーを送達することができる能力に関係付けら
れる。したがって、エネルギー送達または移動の速度は、低強度領域よりも高強度領域で
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高い。すなわち、エネルギー送達または移動は、高強度領域の方が効果的であることがあ
る。したがって、処理装置は、エネルギー印加区域内で高強度領域および／または低強度
領域を制御することによって、特定の空間位置へのエネルギー送達を制御することができ
る。高強度領域および低強度領域のそのような制御は、ＭＳＥの制御によって実現するこ
とができる。
【０２１０】
　制御可能なＭＳＥ変数は、伝送される電磁波の振幅、位相、および周波数、各放射要素
の位置、向き、および構成、またはこれらのパラメータの任意のものの組合せ、または電
磁界パターンに影響を及ぼすことがある他のパラメータのうちの１つまたは複数を含むこ
とがある。例えば、図１４に示されるように、例示的な処理装置１４０１は、電源１４０
２、変調器１４０４、増幅器１４０６、および放射要素１４０８など、エネルギー源の様
々な構成要素に電気的に結合させることができる。処理装置１４０１は、これらの構成要
素の１つまたは複数を調整する命令を実行するように構成することができる。例えば、処
理装置１４０１は、電源１４０２によって供給される電力レベルを調整することができる
。また、処理装置１４０１は、例えば増幅器内のトランジスタを切り替えることによって
、増幅器１４０６の増幅比を調整することもできる。別法として、または追加として、処
理装置１４０１は、増幅器１４０６が所望の波形を出力するように、増幅器１４０６のパ
ルス幅変調制御を行うことができる。処理装置１４０１は、変調器１４０４によって行わ
れる変調を調整することができ、別法として、または追加として、例えば電気機械デバイ
スによって、各放射要素１４０８の位置、向き、および構成の少なくとも１つを調整する
ことができる。そのような電気機械デバイスは、放射要素１４０８の１つまたは複数の向
きまたは位置を回転、枢動、シフト、摺動、または他の様式で変更するためのモータまた
は他の可動構造を含むことがある。処理装置１４０１は、さらに、区域内の電磁界パター
ンを変えるために、エネルギー印加区域内に位置された任意の電磁界調整要素を調整する
ように構成することができる。例えば、電磁界調整要素は、放射要素からの電磁エネルギ
ーを選択的に指向するように、または同時に、受信機として働く１つまたは複数の他の放
射要素への結合を減少させるように、送信機として働く放射要素をマッチングするように
構成することができる。
【０２１１】
　別の例では、位相変調器が使用されるとき、位相変調器は、ＡＣ波形に対する所定の時
間遅延シーケンスを行うように制御することができ、それにより、ＡＣ波形の位相は、一
連の期間それぞれにつき数度（例えば１０度）増分される。別法として、処理装置は、エ
ネルギー印加区域からのフィードバックに基づいて、変調を動的におよび／または適応性
をもって調整することができる。例えば、処理装置１４０１は、（物体１４１０を含む）
空洞１４１２から受信される電磁エネルギーの量を示すアナログまたはデジタルフィード
バック信号を検出器１４１６から受信するように構成することができ、また、処理装置１
４０１は、受信されたフィードバック信号に基づいて、次の期間に関する位相変調器での
時間遅延を動的に決定することができる。
【０２１２】
　任意の所与のＭＳＥ組合せから得られるエネルギー分布は、例えば、試験、シミュレー
ション、または分析的計算によって求めることができる。試験手法を使用するとき、セン
サ（例えば小さなアンテナ）をエネルギー印加区域内に配置することができ、所与のＭＳ
Ｅ組合せから得られるエネルギー分布を測定する。次いで、その分布を、例えばルックア
ップテーブルに記憶することができる。シミュレーション手法では、ＭＳＥの組合せを仮
想で試験することができるように仮想モデルを構成することができる。例えば、エネルギ
ー印加区域のシミュレーションモデルは、コンピュータに入力される１組のＭＳＥに基づ
いてコンピュータで実施することができる。ＣＳＴやＨＦＳＳなどのシミュレーションエ
ンジンを使用して、エネルギー印加区域内の電磁界分布を数値計算することができる。得
られた電磁界パターンは、撮像技法を使用して視覚化することができ、またはデジタルデ
ータとしてコンピュータに記憶することができる。このようにして、ＭＳＥと得られる電
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磁界パターンとの相関を確立することができる。このシミュレーション手法は事前によく
行うことができ、既知の組合せをルックアップテーブルに記憶することができ、またはエ
ネルギー印加操作中に必要に応じてシミュレーションを行うことができる。
【０２１３】
　同様に、試験およびシミュレーションの代替方法として、選択されたＭＳＥ組合せに基
づくエネルギー分布を予測するために、分析モデルに基づいて計算を行うことができる。
例えば、既知の寸法を有するエネルギー印加区域の形状に鑑みて、所与のＭＳＥに対応す
る基本電磁界パターンを、分析的方程式から計算することができる。次いで、「モード」
とも呼ぶこの基本電磁界パターンを使用して、一次結合によって所望の電磁界パターンを
構成することができる。シミュレーション手法と同様に、分析手法は事前によく行うこと
ができ、既知の組合せをルックアップテーブルに記憶することができ、またはエネルギー
印加操作中に必要に応じて行うこともできる。
【０２１４】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、処理装置は、エネルギー印加区域内の少なくと
も２つの領域に所定量のエネルギーを送達するように構成することができる。エネルギー
は、エネルギー印加区域内の物体（負荷とも呼ぶ）の既知の特性に基づいて予め決定する
ことができる。例えば、同じ物理的な特性を共有する製品（例えば同じハンバーガーパテ
）を繰り返し加熱する専用オーブンの場合、処理装置は、少なくとも２つの既知の電磁界
パターンに対応する異なる既知の量のエネルギーを送達するように予めプログラムするこ
とができる。処理装置は、電磁界パターンに応じて異なる量のエネルギーを印加すること
ができる。すなわち、エネルギー印加のパワーまたは期間は、適用される（すなわちＭＳ
Ｅから得られる）電磁界パターンに応じて変えることができる。印加すべき所定量のエネ
ルギーと、電磁界パターンとのこの相関は、前述したように、試験、シミュレーション、
または分析的解析によって求めることができる。
【０２１５】
　また、電磁界パターンと、送達されるエネルギーの量との相関は、物体１４１０のエネ
ルギー吸収プロファイルによって求めることもできる。すなわち、物体１４１０は、１つ
または複数のＭＳＥを使用して走査することができ、１つまたは複数のＭＳＥそれぞれに
関する散逸エネルギーを示唆する情報（例えば対応する散逸比）を決定することができる
。散逸比および所望のエネルギー送達特性に基づいて、所望の目標を実現するために、走
査されるＭＳＥそれぞれに関してパワーレベルを選択することができる。例えば、目標が
、物体の体積にわたってエネルギーを均一に印加することである場合、処理装置は、均一
のエネルギー印加をもたらすＭＳＥの組合せを選択することができる。他方、均一でない
エネルギー印加が望まれる場合、処理装置は、所望の不均一性を実現するために、それぞ
れ異なる電磁界パターンを有する所定量のエネルギーを印加することができる。ＭＳＥは
、散逸エネルギーを示唆する受信された情報に基づいてサブセットにグループ化すること
ができ、これらのサブセットはそれぞれ、負荷に印加されるエネルギーを調整するために
使用することができるパワー送達プロトコルに関連付けることができる。上記の周波数ス
イープの例で説明したように周波数のサブセットを選択してスイープすることができるの
と同様に、所望のエネルギー印加目標を実現するために、ＭＳＥのサブセットを選択して
スイープすることもできる。そのような順次プロセスを、本明細書では「ＭＳＥスイープ
」と呼ぶことがある。このスイーププロセスは、１つまたは複数のＭＳＥを特徴付けるた
めに使用される任意のパラメータ（例えば周波数、位相、振幅など）に関連付けて使用す
ることができる。スイーププロセスは、図１５に示されるように、周波数、位相、または
振幅（例えば１つのＭＳＥで使用される複数の供給機構間の振幅の差）など、ＭＳでの１
つの次元に関連付けられる値を順次に変化させることを含むことがある。別法として、ス
イーププロセスは、スイープ中の各ステップに関して、ＭＳでの複数のパラメータを順次
に変化させることを含むことがある。
【０２１６】
　図２に戻ると、スイープ／感知ステップ２１は、任意のＭＳＥを用いてスイープするス
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テップを含むことがある。したがって、ステップ２３は、任意の選択されたＭＳＥの適用
により得られるフィードバック情報の分析を含むことがある。ステップ２３で、ステップ
２１で使用されるものと同じまたは異なるＭＳＥセットを使用してエネルギーを伝送させ
ることができる。
【０２１７】
　ＭＳＥスイープを使用して、物体のいくつかの部分または領域を違う条件で加熱するこ
とができる。例えば、１つまたは複数のＭＳＥを走査することができ、物体または負荷の
一部の散逸特性を決定することができる（例えば、走査されるＭＳＥに関して散逸比を決
定することができる）。負荷の散逸特性に基づいて、走査されるＭＳＥそれぞれで、また
は走査されるＭＳＥの一部で適用するための所望のパワーレベルを選択することができる
。一例では、大きな散逸比を示すＭＳＥには、比較的低いパワー値を割り当てることがで
き、より小さい散逸比を示すＭＳＥには、より高いパワー値を割り当てることができる。
当然、特定のエネルギー印加目標に応じて、走査されるＭＳＥにパワーレベルを割り当て
るための任意の方式を採用することができる。次いで、ＭＳＥスイープを開始することが
でき、その間、対応するＭＳＥで、選択されたパワーレベルが特定の時間にわたって印加
される。ＭＳＥスイープは、物体が、所望の加熱レベルまたは所望の温度プロファイルを
実現するまで続けることができる。
【０２１８】
　ＭＳＥスイープ中、定期的に、同じまたは異なるＭＳＥを使用して負荷を再び走査して
、更新された散逸比セットを得ることができる。更新された散逸比セットに基づいて、Ｍ
ＳＥそれぞれで印加すべきパワーレベルを調節することができる。このＭＳＥ走査は、特
定の実施形態の要件に応じて任意の所望のレートで行うことができる。いくつかの実施形
態では、ＭＳＥ走査は、毎分約１２０回のレートで繰り返すことができる。より高い走査
レート（例えば２００回／分または３００回／分）またはより低い走査レート（例えば約
１００回／分、２０回／分、２回／分、１０回／解凍時間、または３回／解凍時間）を使
用することもできる。追加として、走査を不定期に行うことができる。時として、ＭＳＥ
走査シーケンス（例えば１回または複数回の走査）を、０．５秒毎に１回、または５秒毎
に１回、または任意の他のレートで行うことができる。さらに、走査の間隔は、空洞内に
伝送すべきエネルギーの量、および／または負荷内に散逸すべきエネルギーの量によって
定義することができる。例えば、所与の量のエネルギーの後に（例えば、１０ｋＪ以下、
または１ｋＪ以下、または数百ジュール、またはさらには１００Ｊ以下が、負荷内、また
は負荷の所与の部分（例えば、重量で１００ｇなど、またはパーセンテージで負荷の５０
％など）に伝送または散逸された後に）、新たな走査が行われることがある。
【０２１９】
　上述した原理を反復するため、さらには拡張するために、本明細書で開示する実施形態
は、負荷にＲＦエネルギーを印加するための装置を含むことができる。上述したように、
装置は、少なくとも１つの処理装置を含むことができる。例えば、処理装置は、入力に対
して論理演算を行う電気回路を含むことがある。例えば、そのような処理装置は、１つま
たは複数の集積回路、マイクロチップ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、中
央処理装置（ＣＰＵ）の全体または一部、グラフィックス処理装置（ＧＰＵ）、デジタル
信号処理装置（ＤＳＰ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、または
命令の実行もしくは論理演算の実施に適した他の回路を含むことがある。
【０２２０】
　少なくとも１つの処理装置は、複数の変調空間要素（ＭＳＥ）それぞれに関して、散逸
エネルギーを示唆する情報を受信するように構成することができる。例えば、負荷によっ
て散逸されたエネルギーを示唆する受信された情報は、前述したように、負荷によって吸
収されたエネルギーの量、負荷によって反射されたエネルギーの量、または任意の他の適
切なエネルギー散逸指標を示唆する情報を含むことができる。１つの例示的実施形態では
、処理装置は、負荷によって散逸されたエネルギーを示唆する情報に基づいて、複数のＭ
ＳＥ（またはＭＳＥのセット）それぞれに関する散逸比を決定することができる。



(44) JP 5713411 B2 2015.5.7

10

20

30

40

50

【０２２１】
　処理装置は、任意の望ましいレートでＭＳＥのセットに関する散逸比を決定することが
できる。一実施形態では、ＭＳＥのセットに対応する散逸比のセットは、毎分少なくとも
約１２０回のレートで決定することができる。他の実施形態では、ＭＳＥのセットに対応
する散逸比のセットは、毎分約１２０回未満のレートで決定することができる。レートは
、物体の性質、ＭＳＥの性質、システムの物理的な特性、および実現すべき所望の結果に
応じて決まることがある。単に一例として、いくつかの場合には、毎秒５回よりも高いレ
ートが望ましいことがある。他の例では、毎秒２回未満のレートが望ましいことがある。
【０２２２】
　処理装置は、散逸エネルギーを示唆する受信された情報に基づいて、いくつかの複数の
ＭＳＥを少なくとも２つのサブセットにグループ化するように構成することができる。例
えば、より高い散逸比を示すＭＳＥを１つのサブセットにグループ化することができ、よ
り低い散逸比を示すＭＳＥを別のサブセットにグループ化することができる。複数のＭＳ
Ｅを、任意の数のサブセットに一緒にグループ化することができる。また、処理装置は、
パワー送達プロトコルを少なくとも２つのサブセットそれぞれに関連付けるように構成す
ることもでき、パワー送達プロトコルはサブセット毎に異なる。本明細書で使用するとき
、用語「パワー送達プロトコル」は、エネルギーの量、パワーレベル、およびエネルギー
印加の期間など、エネルギーが印加される任意の様式および／または量を含むことがある
。処理装置は、ＭＳＥの異なるサブセットに関して異なるパワー送達プロトコルを決定す
ることができる。パワー送達プロトコルに関する例には、例えば以下のものが含まれるこ
とがある。（ａ）１つのグループ内のすべてのＭＳＥによって同じ量のパワーを負荷内で
散逸させるプロトコル、（ｂ）エネルギーとグループ要素を相関させる任意の形の関数に
基づいて、異なるＭＳＥによって異なる量のパワーを負荷内で散逸させるプロトコル、お
よび（ｂ）所与のグループでのＭＳＥについてパワー伝送に関して最大値または最小値を
設定するプロトコル。さらに、処理装置は、各パワー送達プロトコルに従って負荷に印加
されるエネルギーを調整するように構成することができる。例えば、上述したように、よ
り高い散逸比を示すＭＳＥは、より低い散逸比を示す他のＭＳＥよりも低いレベルでパワ
ーを受け取ることがある。より低い散逸比を示すＭＳＥは、より低い散逸比を示す他のＭ
ＳＥよりも高いレベルでパワーを受け取ることがある。さらに、中間レベルの散逸比を示
すＭＳＥは、異なる印加パワーレベル値を含む所定の関数に従ってパワーを受け取ること
ができる。当然、特定の実施形態の要件またはエネルギー送達目標に従って、利用可能な
範囲内での任意のパワーレベル、および／またはパワーを印加するための任意の所望の機
能を、任意のＭＳＥまたはＭＳＥサブセットに割り当てることができる。同様に、エネル
ギー印加中に任意の期間を任意のＭＳＥに割り当てることができる。
【０２２３】
　上述したように、複数のＭＳＥはそれぞれ、負荷へのエネルギー送達に影響を及ぼすこ
とがある複数のパラメータのうちの任意のパラメータに関する値によって定義することが
できる。一実施形態では、複数のＭＳＥは、周波数、位相、および振幅、ならびに任意選
択で他の次元に関する値によって定義することができる。他の実施形態では、ＭＳＥは１
次元でよく、ただ１つのパラメータが変わり、任意の他のものは一定のままである。例え
ば、１次元ＭＳＥのセットは、周波数、位相、および振幅の１つのみが互いに異なること
がある。いくつかの実施形態では、周波数の値が複数のＭＳＥ間で異なることがあり、一
方、位相および／または振幅など他のパラメータに関する値は一定のままである。
【０２２４】
　複数のＭＳＥそれぞれに関連付けられるパワー送達プロトコルは、任意の所望のエネル
ギー送達方式に従って選択することができる。一実施形態では、第１の散逸比に関連付け
られるＭＳＥに対応するパワーレベルは、第１の散逸比よりも低い第２の散逸比に関連付
けられるＭＳＥに対応するパワーレベルよりも低い。
【０２２５】
　また、開示する実施形態は、負荷を受け取るための空洞と、ＥＭエネルギーを負荷に向
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けるための少なくとも１つの放射要素とを含むことがある。さらに、装置は、少なくとも
１つの放射要素を介してＥＭエネルギーを負荷に供給するためのＥＭエネルギーの発生器
を含むことがある。
【０２２６】
　また、本明細書で開示する実施形態を使用して、複数の物質相（例えば固体、液体、気
体、およびプラズマのうちの複数）を含む素材にエネルギーを印加することができる。そ
のような実施形態では、処理装置は、素材に関連付けられるエネルギー散逸特性の値を決
定し、エネルギー散逸特性の値に基づいて、素材へのエネルギー移動を調整するように構
成することができ、それにより、１つの素材領域内に位置される第１のタイプの相が、別
の素材領域内に位置される第２のタイプの相よりも多くのエネルギーを受け取る。本明細
書で使用するとき、用語「エネルギー散逸特性」は、散逸比、反射されるエネルギーの指
標、吸収されるエネルギーの指標、または負荷がエネルギーを散逸させることができる能
力の任意の他の直接的または間接的な指標を含むことがある。いくつかの実施形態では、
気体は水蒸気を含むことがあり、固体は氷を含むことがあり、液体は水を含むことがある
。しかし、開示する実施形態は、氷以外の固体、水以外の液体、および水蒸気以外の気体
で使用することもできると考えられる。
【０２２７】
　他の実施形態では、処理装置は、第１の物質相を有する第１の素材部分にエネルギーを
選択的に印加し、第２の物質相を有する第２の素材部分に印加されるエネルギーを選択的
に制限するようにＲＦエネルギーの印加を調整するように構成することができる。例えば
、処理装置は、固体相を含む素材領域にエネルギーを選択的に印加するように構成するこ
とができ、液体相を含む別の素材領域内へのエネルギーの印加を選択的に制限することが
できる。したがって、第１の素材部分（例えば固体を含む領域）に供給されるエネルギー
の量は、第２の素材部分（例えば液体を含む領域）に印加されるエネルギーの量とは異な
ることがある。例えばこの様式の選択的なエネルギー印加では、氷を含まない素材領域へ
のエネルギー印加を選択的に制限することができると同時に、氷を溶解することができる
。
【０２２８】
　エネルギー移動の調整は、例えば前述したように負荷からのフィードバックに基づいて
行うことができ、その後、所望の結果を実現するために異なるＭＳＥに関して送達される
パワー（例えば振幅、時間、またはその両方）を調節する。調整は、意図された用途に応
じて異なることがある。例えば、均一なエネルギー印加が望まれる場合には、エネルギー
移動の調整は、負荷の特定の部分のみにエネルギーを選択的に印加することが望まれる状
況とは異なる。
【０２２９】
　いくつかの本明細書で開示する実施形態では、処理装置は、素材によって吸収可能なエ
ネルギーを示唆する情報（例えば、入射エネルギーレベルに対する反射エネルギーの量）
を受信した後、エネルギーを負荷に送達するための複数の電磁界パターンを選択すること
ができる。これらの電磁界パターンは、例えば、各電磁界パターンに関連付けられるエネ
ルギー吸収特性に従って選択することができる。例えば、高い散逸比をもたらす電磁界パ
ターンは、より高い強度の領域（例えばホットスポット）を含むことができ、これらの領
域は、より低い散逸比に関連付けられる電磁界パターンに比べて、より高いエネルギー吸
収率の素材または素材相との重なりがより大きい。処理装置は、これらの電磁界パターン
のエネルギー吸収特性に基づいて、複数の電磁界パターンそれぞれにパワー送達プロトコ
ルを選択的に割り当てるように構成することができる。
【０２３０】
　複数の物質相を含む素材にエネルギーが印加される実施形態では、素材へのエネルギー
移動は、第１のタイプの相から第２のタイプの相への変換をもたらすことがある。例えば
、エネルギー移動は、氷を溶解させて水にすることがある。いくつかの実施形態では、処
理装置は、変換が実質的に完了したときにエネルギー移動を終了するように構成すること
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ができる。これは、例えば、実質的な量の氷が負荷内にもはや存在しないことを負荷から
のフィードバックが示唆するときに行うことができる。既知の撮像技法がそのようなフィ
ードバックを提供することがある。あるいは、異なる物質相が異なる吸収（および反射）
特性を示すことがあるので、フィードバックは、一般に、負荷から反射される、またはエ
ネルギー印加区域から反射されるエネルギーの量に関係付けられることがあり、またはエ
ネルギー吸収の任意の他の指標に関係付けられることがある。
【０２３１】
　本明細書で開示する実施形態は、負荷にＲＦエネルギーを印加するための装置を含むこ
とがあり、この装置は少なくとも１つの処理装置を含み、処理装置は、負荷に関連付けら
れる複数の散逸比を決定し、複数の散逸比に基づいて（上に詳述した）周波数／パワー対
を設定するように構成される。また、処理装置は、エネルギーを負荷に印加するために、
周波数／パワー対の適用を調整するように構成することもできる。例えば、処理装置は、
第１の散逸比が第２の散逸比よりも高いときに、第１の散逸比に関連付けられる周波数が
第２の散逸比に関連付けられる第２の周波数よりも低いパワーレベルを割り当てられるよ
うに、周波数／パワー対を設定するように構成することができる。別の実施形態では、処
理装置は、少なくとも０．７の散逸比を有する周波数での負荷へのエネルギー移動の速度
が、０．４未満の散逸比を有する周波数での負荷へのエネルギー移動の速度の５０％以下
であるように、周波数／パワー対を設定するように構成することができる。
【０２３２】
多品目の食品の加熱実験の例
　いくつかの食品および食品タイプの散逸特性が、様々な条件および周波数で知られてい
る。例えば、Ｂｅｎｇｔｓｓｏｎ，　Ｎ．Ｅ．　＆　Ｒｉｓｍａｎ，　Ｐ．Ｏ．　１９７
１．　“Ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　ｆｏｏｄ　ａｔ　３　Ｇ
Ｈｚ　ａｓ　ｄｅｔｅｒｍｉｎｅｄ　ｂｙ　ａ　ｃａｖｉｔｙ　ｐｅｒｔｕｒｂａｔｉｏ
ｎ　ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ．　ＩＩ．　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ　ｏｎ　ｆｏｏｄ　ｍａ
ｔｅｒｉａｌｓ．”　Ｊ．　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ｐｏｗｅｒ　６：　１０７－１２３を
参照されたい。そのような知られている値（食品または任意の他の負荷に関する）、また
はプレート（または負荷）の組合せに関して異なる周波数での散逸比を推定または測定す
るための様々な技法の使用を任意選択で使用して、例えば異なる負荷の相対的な加熱を制
御することを狙いとした以下の例で示されるように異なる物体（例えば食材）に対して違
う条件で加熱を行う。
【０２３３】
　どちらの加熱プロセスも、実質的に国際公開第０７／０９６８７８号パンフレット（’
８７８号）の一実施形態に従って構成および動作された、８００～１０００ＭＨｚでの作
業帯域を有する９００ワットのデバイスを使用して行った。
【０２３４】
　炊いたライスと生の鶏もも肉を、従来の家庭用プレート上に一緒に置いて、以下のプロ
トコルの１つに従って加熱した。
【０２３５】
　プロトコル１：加熱は、比較的高い散逸比を有する周波数に限定されるが、実質的に均
一なエネルギー移動がすべての伝送周波数で行われる。この特定のプロトコルでは、ｅｐ
（ｆ）が散逸比と正規相関しているので、最大のｅｐ（ｆ）を有する周波数の３０％で、
均質な量のエネルギー（またはパワー）の伝送が行われた。さらに、伝送は、前記３０％
の周波数のうち、最小ｅｐ（ｆ）の少なくとも８０％を有するすべての周波数で行われた
。また、本明細書で説明する他のプロトコルでは、各部分に対応するセットへの周波数の
分離は、しきい値ではなくパーセンテージに従うことがあることに留意すべきである。
【０２３６】
　プロトコル２：最大の伝送は、約３０％以下の正規化された散逸比（ｄｒ’）を有する
周波数で行われ、８０％以上の正規化された散逸比を有する周波数では伝送が行われず、
それらの間ではほぼ線形の関係がある。使用される正確な関数を示すグラフを、図９とし
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て本明細書と共に添付する。
【０２３７】
　温度を、加熱前（Ｔ０）、および加熱後（Ｔ１；ΔＴ＝Ｔ１－Ｔ０）に測定した。鶏肉
のいくつかの箇所をプローブした。加熱後、いくらかの温度のばらつきが観察された。ラ
イスでは、温度は、プローブしたどの箇所でも同じだった。これらの結果を以下の表に要
約する。

【０２３８】
　上記の表で見られるように、プロトコル１では、ライスよりもはるかに高い度合いで鶏
肉が加熱され、一方、プロトコル２では、２つの食品間で加熱はより均一であり、ライス
が鶏肉よりもわずかに強く加熱された。同様の結果が、繰返し実験で得られた。状況（例
えばユーザ嗜好）に応じて、いずれかの結果が望ましいことがあることに留意すべきであ
る。
【０２３９】
　図１０は、上記のプロトコル２に関して示した加熱実験において、異なる周波数で、ラ
イスと鶏肉のプレートに関してデバイス空洞内で測定された正規化された散逸比を示す図
である。加熱が進むにつれて、および加熱中に負荷の位置および／または場所が変化する
につれて、測定される散逸比が変化することがある。それにも関わらず、第一近似は、よ
り高い散逸比の周波数に関しては、エネルギーのほとんどが、高い散逸比の負荷部分で散
逸し（この例では鶏肉）、より低い散逸比の周波数に関しては、エネルギーのほとんどが
、低い散逸比の負荷部分で散逸する（この例ではライス）というものである。
【０２４０】
　したがって、プロトコル１を使用したとき、加熱は、主に高い散逸比の周波数で生じ、
それにより主に鶏肉が加熱された。プロトコル２を使用したとき、加熱は、主に低い散逸
比の周波数で生じ（しかし、中間の散逸比の周波数においても異なる量で生じ）、それに
より、鶏肉よりもわずかに強くライスが加熱された。
【０２４１】
例示的な変形形態
　本発明の１つの例示的実施形態では、上記の方法を使用して、ある温度に達するのを回
避することができるだけでなく、追加として、または別法として、温度窓内の時間を最小
限にすることができる。例えば、ある温度では、その温度が維持された場合に、細菌の増
殖または食品の劣化が進むことがある。例えば、上記の方法を使用して、すべての負荷が
、温度窓の下限に達しはしないがそこに近付き、次いで温度窓の上限を通るまで比較的急
速な加熱が適用されることを保証することができる。
【０２４２】
　上記の方法は、完全な照射プロファイルを決定する方法として説明してきたが、その他
の形で使用することもできる。例えば、上記のｈｐｌの計算は、例えば暴走加熱を防止す
るための安全な尺度として、他の照射プロファイルが選択された後に適用される制限とし
て使用することができる。別の例では、水の沸騰を防止するためにパワーが伝送されない
ように周波数帯域を選択することができ、この選択された周波数帯域は、周波数／パワー
セットの通常指定される方法に適用される。
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【０２４３】
　任意選択で、一部分が目標の熱に達した後、および／または解凍された後、エネルギー
供給は停止されず（またはいくつかの場合にはｌｐｌに設定され）、その部分が再結晶化
しないこと、および／または所望の温度に留まることを保証するように選択される。理解
することができるように、その部分が解凍されたことが分かると、物理的な考察から、ま
たはルックアップテーブルを使用して、その部分に対する所望の温度効果を有するパワー
レベルを計算することができる。
【実施例】
【０２４４】
　以下の非限定的な例は、本発明のいくつかの例示的実施形態の適用を示し、必ずしも限
定とみなすべきではない。以下の実験では、（以下に詳述するように）一度に１つの冷凍
物体を、解氷のために、円筒形の空洞内に３つの入力アンテナを有する０．９ｋＷで動作
するオーブンの空洞内に置き、スペクトル情報を取得した。
【０２４５】
　図６は、冷凍された（－２０℃）７９０ｇの牛サーロインの切り身で得られたスペクト
ル情報（破線）と、冷凍された（－２０℃）７９０ｇのマグロのサクで得られたスペクト
ル情報（実線）とを示すグラフである。また、スペクトル情報から計算された平均散逸も
示され（一点鎖線）、約０．５で現れる肉と、約０．１７で現れる魚とに関する平均散逸
である。点線は、ｈｐｌに関する許容される最大および最小値を示す（これは典型的には
、負荷ではなく、デバイスに応じたものである）。散逸比が氷、水、または氷／水を示す
位置のいくつかの例がマークされている。
【０２４６】
　図７は、冷凍された（－２０℃）１２５０グラムの鶏肉で得られたスペクトル情報（破
線）と、冷凍された（－２０℃）４５０グラムの鶏肉で得られたスペクトル情報（実線）
とを示す。また、スペクトル情報から計算された平均分散も示され（一点鎖線）、約０．
５５で現れる大きい方の鶏肉と、約０．２９で現れる小さい方の鶏肉に関する平均散逸で
ある。
【０２４７】
　グラフで見られるように、各周波数での散逸、および平均の散逸は、とりわけ、負荷の
組成（例えば、異なる脂肪／タンパク質／水の比率を有する肉と魚）およびそのサイズ（
より大きな鶏肉は、より多くの液体水分を含み、比較的低い吸収率の周波数でＲＦエネル
ギーを吸収する）によって影響を及ぼされる。
【０２４８】
概要
　以下は、本明細書で説明する方法および装置と共に使用することができるＲＦオーブン
および方法を説明する出願および出願公開のリストである。
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【０２４９】
　上記の説明では、異なる周波数を、それらの周波数で伝送される異なるパワーを有する
ものとして説明した。そのようなパワーの相違は、以下の１つまたは複数を含めたいくつ
かのタイプのものであることがある。異なるピークパワー、異なるデューティサイクルお
よび／または異なるレート（例えば、パワーは一定の振幅で供給されるが、異なる周波数
に関するパルス間で異なるレートおよび／または遅延である）、および／または異なる効
率（例えば、より大きなパワーが供給機構に反射されて戻るような構成で伝送される）。
別の例では、パワーはスイープで提供され、各スイープパワーに関して、ある周波数で、
その周波数で送達すべき総パワーに応じて提供される、または提供されない。別の例では
、パワーは、多重周波数パルスとして提供され、各パルスが、複数の周波数でのパワーを
含む。各パルスの周波数および／またはパルスでの周波数に関するパワーの振幅は、所望
の平均パワーを印加するように選択することができる。
【０２５０】
　一般に、用語「パワー」は、時間（例えばスイープ間の時間）にわたる平均として提供
されるパワーを表すために使用する。
【０２５１】
　特に規定しない限り、本明細書で使用するすべての技術的および／または科学的用語は
、本発明が関係する技術分野の当業者によって一般に理解されるものと同じ意味合いを有
する。本明細書で説明したものと同様または均等な方法および素材を本発明の実施形態の
実施または試験で使用することができるが、例示的な方法および／または素材を以下に説
明する。相容れない場合には、定義を含めた本特許明細書を優先する。さらに、素材、方
法、および例は、例示にすぎず、必ずしも限定とは意図されていない。
【０２５２】
　本発明の実施形態の方法および／またはシステムの実装は、選択されたタスクを、手動
で、自動で、またはそれらの組合せで実施または完了することを含むことができる。さら
に、本発明の方法および／またはシステムの実施形態の実際の設備および機器に従って、
いくつかの選択されるタスクは、オペレーティングシステムを使用して、ハードウェア、
ソフトウェア、またはファームウェア、またはそれらの組合せによって実装することがで
きる。
【０２５３】
　例えば、本発明の一実施形態による選択されたタスクを行うためのハードウェアは、チ
ップまたは回路として実装することができる。ソフトウェアとしては、本発明の実施形態
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による選択されたタスクは、任意の適切なオペレーティングシステムを使用するコンピュ
ータによって実行される複数のソフトウェア命令として実装することができる。本発明の
１つの例示的実施形態では、本明細書で説明する方法および／またはシステムの例示的実
施形態による１つまたは複数のタスクは、データ処理装置、例えば複数の命令を実行する
ための計算プラットフォームによって行われる。任意選択で、データ処理装置は、命令お
よび／またはデータを記憶するための揮発性メモリ、および／または命令および／または
データを記憶するための不揮発性記憶装置、例えば磁気ハードディスクおよび／またはリ
ムーバブルメディアを含む。任意選択で、ネットワーク接続が提供されることもある。デ
ィスプレイおよび／またはキーボードやマウスなどのユーザ入力デバイスも、任意選択で
提供される。
【０２５４】
　用語「例示的」は、本明細書では、「一例、事例、または実例としての役割を果たす」
を意味するものとして使用する。「例示的」と記載された任意の実施形態は、他の実施形
態よりも好ましいまたは有利であると解釈されるものでは必ずしもなく、および／または
他の実施形態からの特徴の組込みを除外するものでは必ずしもない。
【０２５５】
　語「任意選択で」は、本明細書では、「いくつかの実施形態で提供され、他の実施形態
では提供されない」を意味するために使用する。本発明の任意の特定の実施形態は、特徴
が競合しない限り、複数の「任意選択の」特徴を含むことができる。
【０２５６】
　本明細書で使用するとき、用語「約」は、±１０を表す。
【０２５７】
　用語「備える」、「備えている」、「含む」、「含んでいる」、「有する」、およびそ
れらの語形変化は、「含むが、限定されない」を意味する。
【０２５８】
　用語「からなる」は「含み、限定される」を意味する。
【０２５９】
　用語「から本質的になる」は、組成、方法、または構造が、特許請求される組成、方法
、または構造の基本的な新規の特徴を実質上変えない場合にのみ追加の成分、ステップ、
および／または部分を含むことがあることを意味する。
【０２６０】
　本明細書で使用するとき、文脈上そうでないことが明らかな場合を除き、単数形は複数
形を含む。例えば、用語「１つの合成物」または「少なくとも１つの合成物」は、合成物
の混合物を含めた複数の合成物を含むことがある。
【０２６１】
　本出願を通じて、本発明の様々な実施形態は、範囲の形式で提示することがある。範囲
の形式での説明は、単に便宜上および簡略化のためのものにすぎず、本発明の範囲に対す
る融通性のない限定とみなすべきではないことを理解すべきである。したがって、ある範
囲の説明は、その範囲内のすべての可能な部分範囲および個別の数値を具体的に開示して
いるものとみなすべきである。例えば、１～６などの範囲の説明は、１～３、１～４、１
～５、２～４、２～６、３～６など具体的に開示される部分範囲、ならびにその範囲内の
個々の数値、例えば１、２、３、４、５、および６を含むものとみなすべきである。これ
は、範囲の広さに関係なく当てはまる。
【０２６２】
　本明細書で数値範囲を示すときは常に、その示した範囲内に、任意の提示した数値（分
数または整数）も含めるものと意図される。第１の提示した数値と第２の提示した数値の
「間の範囲」という語句と、第１の提示した数値「から」第２の提示した数値「までの範
囲」という語句は、本明細書では交換可能に使用され、第１および第２の提示した数値、
ならびにそれらの間のすべての分数値および整数値を含むものと意味される。
【０２６３】
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　本明細書で使用するとき、用語「方法」は、所与のタスクを達成するための様式、手段
、技法、および処置を表し、限定はしないが、化学、薬理学、生物学、生物化学、および
医療分野の当業者に知られている、またはそのような当業者が既知の様式、手段、技法、
および処置から容易に開発できる様式、手段、技法、および処置を含む。
【０２６４】
　本明細書で使用するとき、「治療」は、症状の進行を排除する、実質的に妨げる、遅ら
せる、もしくは後退させること、症状の臨床的もしくは審美的徴候を実質的に改善するこ
と、または症状の臨床的もしくは審美的徴候の顕出を実質的に妨げることを含む。
【０２６５】
　分かりやすくするために個々の実施形態の文脈で説明した本発明のいくつかの特徴を、
単一の実施形態に組み合わせて提供することもできることを理解されたい。逆に、単純に
するために単一の実施形態の文脈で説明した本発明の様々な特徴を、個別に、または任意
の適切な部分的組合せで提供することもでき、または、本発明の任意の他の説明する実施
形態に適したものとして提供することもできる。様々な実施形態の文脈で説明するいくつ
かの特徴は、実施形態がそれらの要素なしでは動作できない場合を除き、それらの実施形
態の本質的な特徴とみなすべきではない。
【０２６６】
　本発明をその具体的な実施形態に関連して説明してきたが、多くの代替形態、修正形態
、または変形形態が当業者には明らかであることは明白である。したがって、本発明は、
添付の特許請求の範囲の精神および広範な範囲内にあるすべてのそのような代替形態、修
正形態、および変形形態を包含するものと意図される。
【０２６７】
　本明細書で言及したすべての刊行物、特許、および特許出願は、各刊行物、特許、また
は特許出願がそれぞれ参照により本明細書に具体的にかつ個別に示されて組み込まれてい
るかのような程度まで、それらの全体を参照により本明細書に組み込む。さらに、本出願
における任意の参考文献の引用または識別は、そのような参考文献を本発明に対する従来
技術として利用可能であることを認めるものとは解釈されないものとする。項目の表題が
使用される限りにおいて、それらは、必ずしも限定と解釈すべきではない。
【０２６８】
　本発明の実施形態の詳細な説明を使用して本発明を説明してきたが、実施形態は、例と
して提示され、本発明の範囲を限定する意図のものではない。説明した実施形態は様々な
特徴を含み、本発明のすべての実施形態でそれらすべてが必要とされるわけではない。本
発明のいくつかの実施形態は、特徴のいくつかまたは特徴の可能な組合せのみを利用する
。記載した本発明の実施形態の変形形態、および記載した実施形態で述べた特徴の異なる
組合せを含む本発明の実施形態が当業者には明らかであろう。
【０２６９】
　本発明を主に解凍の文脈で説明してきたが、本発明の方法は、場合によってはより高い
周波数で、焼きおよび調理、または（キッチンに限定されない）任意の他の形の加熱のた
めに使用することができ、これらは、よく知られているように従来の電子レンジが苦手と
する分野である。一例として、チーズペストリーを加熱するとき、チーズは、油分を多く
含むことがあるペストリーよりも速く加熱し、さらなる加熱を保証するために上述した方
法を適用することができる。別の例は、より散逸比の高い具（例えば肉、チーズ、野菜）
を挟んだサンドイッチを、サンドイッチのパンを温めて具は温めない（または具は解凍だ
けする）ように加熱することである。他の例は、魚とサラダを載せた皿（例えば魚／肉を
温め、野菜は温めない）、あるいは肉または魚とライス／パスタとを載せた皿（上で示し
たように、例えば、魚よりもライスを温める、またはその逆）を含む。
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